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要旨 
 

 長引くコロナ禍における感染症対策と経済活動の両立を目的として、山梨県では県が

定める感染対策基準を満たした店に公的な認証を与える「やまなしグリーン・ゾーン認

証」を他県に先駆けて導入した。同制度は現地調査に基づく厳しい認証基準を特徴と

し、2020年 7月の開始から 2021年 4 月 30日現在にかけて、飲食店だけでも県内の

96％にあたる 4,000 店舗以上が認証を取得している(統計データベース,2016; 山梨

県,2021a)。 

 本研究では同制度の政策目標である感染抑制と経済維持の効果検証を行なった。感染

抑制効果の推定においては、SIRモデルを踏襲した固定効果モデルから、同制度が感染

の広がりやすさを減少させる効果を分析した。すると、累計店舗数が 1％増加すると約

0.10%新規感染者数を減らす効果が 1%の有意水準で認められた。飲食店の営業継続によ

り感染者数を増加させる効果よりも認証の感染拡大防止効果の方が平均的に大きく、認

証制度がなかった場合と比べて感染者数を減少させたことを示している。そして、2020

年 7 月から 2020 年 4月末にかけての累計感染者数は、グリーン・ゾーン認証制度の導

入によって約 1,120人減少した可能性がある。 

 経済維持効果については、累計認証店舗数が 1%増加すると、飲食店の売上は約

0.014%、来客数は約 0.033%、レストラン閲覧数は 0.015%pt、小売・娯楽施設の人流は

0.003%pt、県外住民の人流は 0.012%pt、全て有意水準 1%で増加し、グリーン・ゾーン

認証制度による経済への正の効果が示唆された。これは認証制度がなかった場合と比べ

て、山梨県における 1店舗あたりの飲食店売上が 1週間あたりで約 29.7 万円増加した

可能性を示唆している。また、統計的に有意な水準ではないが、新規感染者数の増加が

経済活動に負の影響を与えることも認められており、感染を低く抑え続けることが経済

活動に有効であることも示唆された。 

 推定結果よりやまなしグリーン・ゾーン認証制度は経済活動を維持しつつ感染拡大を

抑制する効果が認められた。これは、同政策が経済維持と感染防止のトレードオフの関

係性を緩和する新たなモデルになり得る可能性を示唆している。しかし、本推定結果

は、飲食店への認証効果だけでなく、ホテルやワイナリーなど他の施設への認証効果が

感染抑制や飲食店の経営に与える影響をも含む可能性があり、今後他のデータや実証方

法を用いて再検証する必要がある。 
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1. はじめに 

 新型コロナウイルスの世界的な拡大は日本経済および世界経済に深刻なダメージをも

たらした。ワクチン開発が急がれる中、各国政府は非医学的介入を用いて感染拡大の阻

止を目指した。しかし、介入の多くは人流の規制による社会経済活動の大幅な削減を要

し、長期間にわたる施策としての持続可能性に疑問が持たれている。強力な感染防止策

と経済活動のトレードオフを考慮した上で、感染拡大が続く多くの国では感染リスクの

高い活動に的を絞った対策を行いつつ、経済活動との両立を試みている。  

 日本国内では、飲食店における会食が高リスクな活動の一つとして注目され、都道府

県単位で営業時間短縮や休業要請、感染対策ガイドラインの遵守等を実施している。中

でも、感染防止対策を徹底する店舗に対して自治体等の第三者が認証を設ける制度は、

日本の特徴ある取り組みのひとつであり、店舗における感染リスクを下げる効果が期待

されるとして全国で導入されつつある。 

 そのモデルケースとされているのが、山梨県が 2020年 5 月に導入した「やまなしグ

リーン・ゾーン認証」(以下、「GZ認証」)である。同制度は、県が作成した「感染症

予防に係る基準」に適合すると認められた飲食店、宿泊施設、酒蔵、ワイナリーをはじ

めとする県内施設に対し、認証を授与する制度である(山梨県, 2021b)。GZ認証制度の

特徴は、業種ごとに定められたガイドラインに加え、店舗での対策に必要な器具に対し

て補助金が出る点、店舗の認証可否を判断する際に県による実地調査が行われ、認証後

も抜き打ち調査や来店客による評価が行われる点にある。厳しい基準を通過した認証店

舗は、休業要請や時間短縮営業要請を原則免除され、万が一要請に従う必要がある場合

も優先的な補償を受けられる1。ここから、山梨県内の飲食に関わる経済活動は同様の

制度が存在しない他県と比べてダメージが低く抑えられている可能性が示唆される。ま

た、認証店におけるクラスター発生件数も 3件にとどまっており(産経新聞, 2021)、山

梨県全体の感染者数も他県に比べて低く抑えられていることから、認証制度による一定

程度の感染防止効果がうかがえる。 

 上記のように、GZ認証制度の感染防止効果と経済維持効果が垣間見える情報は多数

あるものの、同様の制度の効果をマクロ的な視点から分析した文献は少ない。したがっ

て、本調査では GZ認証制度が感染拡大防止にもたらした効果と、感染下での営業継続

を可能にしたことによる経済維持効果をそれぞれ統計的に分析する。なお、感染効果分

析においては疫学分析で用いられる SIR モデルの固定効果モデルへの応用を試みる。本

文のディスカッションセクションでは本分析の射程や限界に関しても考察していく。  

 

 
1 2021 年 1月の第 3回緊急事態宣言が発令された第 3波においては、時短要請が一部の期間において発

令されている。しかし、緊急事態宣言のたびに時短要請が出される他県と比べてもその回数は極めて少

ない。 
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2. 国内における感染状況・対策と GZ 認証制度 

2.1. 国内における感染症対策 

 新型コロナウイルスは 2019 年 12月、中国湖北省武漢で原因不明の病原体による肺炎

患者が複数確認されたことから初めて報告された。世界保険機関(WHO)は 2020年 1 月

30日、新型コロナウイルスの感染が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」で

あることを宣言し、3月 11 日にはその世界的な拡大を「パンデミック」であると評価

するに至る(NHK, 2021a)。今日(2021 年 7月 23日時点)に至るまで、世界中でおよそ 1

億 9 千万人が新型コロナウイルスに感染し、死者はおよそ 413 万人に至っている(WHO, 

2021)。 

 日本国内においては 2020 年 1月 15 日に初めて感染者が確認され、帰国者や渡航経験

者を通じて徐々に感染が広がる。日本政府は国内外での感染拡大を受けて諸々の感染防

止政策ならびに経済政策を打ち出してきた。感染防止のための措置に限ると、2020 年 1

月から 2021年 7月現在に至るまでの政府の政策を次のような 6つのフェーズに分ける

ことができる：①初動(2020 年 1-4月)、②第 1回緊急事態宣言(4月 7 日-5月 25日)、

③規制緩和と Go To キャンペーンの実施、④第 2回緊急事態宣言(2021 年 1月 8日-3

月 21 日)、⑤まん延防止等重点措置(4月はじめ–現在)、⑥第 3・4回緊急事態宣言(4月

25日-現在)。表①には、各フェーズにおける主な政策スケジュールをまとめた。 

 4 回にわたって実施された緊急事態宣言は、爆発的な感染拡大と医療供給体制の深刻

な機能不全が懸念される場合、新型インフルエンザ等特別措置法に基づいて、国会での

承認を得て都道府県単位で発出することができる。宣言下では、事業者や住民に対する

規制を要請又は命令する権限が都道府県に与えられる(内閣官房, 2021)。ただし、4回

の宣言はそれぞれ実施範囲と実行された政策の中身が異なる。第 1回宣言では、47 都

道府県全域が対象地域となり、都道府県ごとに不要不急の外出自粛、休業要請、小中学

校の一斉休校、在宅勤務と時差出勤の奨励を行い、接触の 7〜8割減少を目指した(NHK, 

2020a)。第 2回宣言では、首都圏や関西を中心とした 11都府県に対象が絞られた。た

だし、宣言下の施策は、テレワーク以外は飲食店の営業時間短縮、午後 8時以降の外出

自粛、イベントの人数制限と、第 1回宣言よりも穏やかな規制をするにとどまった

(NHK, 2020bcd)。第 3回宣言では、東京や関西を含めた 10 都道府県を対象区域とし

た。短期間での感染抑制を目指し、前回宣言と同様の飲食店への時短要請、外出自粛要

請、そしてテレワークの推進に加え、酒やカラオケを提供する飲食店や大型商業施設の

休業要請(4都府県)や公共交通機関の減便(関西 3府県)などの規制が盛り込まれ、第 2

回宣言よりも厳しい規制を実施した(NHK, 2021e)。 

 一方で、2021 年から制定されたまん延防止等重点措置は、都道府県内の特定地域で
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感染が拡大し、都道府県全域への拡大や医療体制の逼迫が懸念される場合に、特定の都

道府県によって市区町村単位で緊急事態宣言と同等の措置が適用される(NHK, 2021f)。 

 日本国内のワクチン接種は 2021年 2月 17日から対象を医療従事者に限って開始さ

れ、一般接種は 4月 12日から 65歳以上の高齢者を優先して開始された。使用されるワ

クチンはアメリカの製薬大手のファイザーやモデルナが主流である。65 歳以上の高齢

者で 1回目の接種を終えた割合は 81.66%、2回目までを終えた割合は 57.85%(7月 18日

時点)と、他の年代よりも高くなっている。ワクチン接種者の全人口割合は 1回目接種

で 33.54%、2回目接種で 21.56%(7月 18日時点)となっている(NHK,2021g)。集団免疫獲

得の指標が全人口における接種率 70％(NHK,2020b)ということを考えると、感染者数の

大幅な減少には更なるワクチン普及が求められる。 

 

 

  



   
 

7 

表①：日本における主な感染症対策と経済対策 

 
備考：NHK(2020a)記事をもとに筆者作成。 
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図①：国内における感染者数の推移と主な政策(緊急事態宣言と Go To) 

 
備考：NHK 「特設サイト 新型コロナウイルス -都道府県別の感染者数」の公表データをもとに筆者作成。 

 

2.2. 山梨県における感染症対策 

 

 本節では、山梨県における感染状況や導入以前の関連政策を俯瞰し、GZ 認証制度導

入までの流れと政策目標を整理する。 

 

2.2.1 山梨県における新型コロナウイルス対策の実施タイムライン 

 

 2020 年 7 月までに、山梨県が発表した新型コロナウイルス対策を以下の表に時間軸

で整理した(表②)。感染拡大初期である 2020 年 2 月から 4 月においては、他県とも足

並みを揃え、休業をはじめとした短期的な施策を行っている。第 1回緊急事態宣言以後

に、「やまなしグリーン・ゾーン構想」を発表し、感染抑制と経済再生を両立する政策

へと政策方針を切り替えている。 
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表②：山梨県における新型コロナウイルス対策政策の時系列推移 

 
備考：山梨県(2020a)「過去の知事からのメッセージ」より筆者作成。 

 

2.2.2 グリーン・ゾーン構想の目的 

 山梨県は新型コロナウイルス感染症拡大の初期から専門家とその見通しについて協議

を行い、パンデミックが一過性のものではない可能性を見据えていた。そこで、感染抑

制と経済再生を両立する長期的な政策を考案する必要があったが、そこで感染リスクが

高いと考えられる飲食店などでのクラスターの発生と伝染を防止する仕組みを構築する

点に着目した。それがグリーン・ゾーン構想と同構想を構成する GZ認証制度である。 

 「やまなしグリーン・ゾーン構想」は、「新型コロナウイルス感染症の第二波、第三

波が襲来した場合も、将来、未知の感染症への対応を余儀なくされる場合にも、県民の
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皆様の生命と経済を両立しながら不断に前進し続けることができる社会(「超感染症社

会」)への脱皮」を目的に作られた(山梨県, 2020b)。そして、同構想はコロナ禍におけ

る県民の「新しい生活様式」の下支えをするとともに、山梨県全体が県内外の消費者の

「安心・信頼」という価値を獲得し、県内経済の再生につなげることの両立を目指して

いる2。そして経済の再生に向けて、山梨県は「やまなしグリーン・ゾーン認証制度」

のガイドラインを提示し、行政による取組の評価、QRコード付き認証マークの交付と

必要な支援の提供といった一連の取組を行った。また、感染症対策のための設備改修に

必要な資金を支援するなどの手厚い補助金政策も実施した。他の都道府県の施策との比

較については次項に示すが、東京をはじめ多くの都道府県が休業要請とその間の支援金

に財源を使用する一方で、各店舗の感染症対策に財源を活用する取り組みは画期的なも

のであるといえる。GZ認証を取得した店舗は「やまなしグリーン・ゾーン認証」の公

式ホームページに、店名・住所などの基本情報から感染症対策について3詳細な情報が

掲載される4。 

 

2.2.3 対照県類似制度との比較 

事業者が GZ 認証を取得するにあたっては、まず基準に沿って対象施設ごとに自らが

遵守すべき感染症予防対策を定める必要がある。その後、県より実地調査等による申請

内容の確認を行い、県が作成した「感染症予防対策に係る基準」に適合していることが

認められれば、認証マークを交付する。日本国内では他県でも感染対策認証制度を実施

しているが、認証基準と実態チェックの面では山梨 GZが最も厳しい制度である5。 

 
2 具体的には、山梨県は感染症の拡大を防止する社会環境整備促進を目指し、既に遠隔授業の実施環境

整備、ICTを利用した遠隔診療の推進、マスク等の医療資材の確保、快適なテレワークを実現するインフ

ラ整備を既に整え、そして将来ワーケーションの働き方の促進と本県への本社機能の誘致も着手する予

定である。 
3 感染症対策の情報は、①来店者への感染予防②従業員の感染症予防③施設・設備の衛生管理の徹底

④(ガイドラインの主要項目に関する)チェックリストの作成・公表⑤感染者発生に備えた対処方針 の 5

項目についてそれぞれガイドラインの項目ごとに精緻な対策内容が記されている。例えば、入り口での

消毒や、グループ間の対人距離、ビュッフェスタイルへの対応、そして従業員の体調に関する就業規制

などが含まれている。 
4 GZ 認証の具体的な申請から認証までの手続きについては Appendix 7を参照。 
5 実証に用いる県の認証制度については 4.2 実証デザインの表⑥をまとめている。県ごとのコロナ政策

の違いや休業要請の期間の違いなどについても参照のこと。 
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3. 新型コロナウイルスと非医学的介入に関する文

献レビュー 

3.1. 新型コロナウイルスの感染メカニズム 

 新型コロナウイルス感染症拡大に対する様々な介入政策に関する先行研究を概観する

にあたり、まず、感染症一般について、個人が感染症に感染し、発症を経験、その後行

政による感染者の公表に至るまで、どのようなフェーズがあるのかについて明らかにし

ていきたい。このメカニズムを理解することで、政府の介入政策の対象がより明確とな

る。 

 鈴木・西浦(2020)によれば、感染症の拡大を数理モデルとして理解するうえで、個人

の感染を大きく分けて①感染、②潜伏期間、③発症の 3つのフェーズを理解することが

重要であると説明する。①感染は個人があるウイルスに曝露し、当該感染症に感染する

というフェーズである。ただし、個人が感染症に感染しても、直ちに感染症の症状が現

れるわけではなく、感染から発症までの期間は②潜伏期間と呼ばれる。その後、③発症

に至る。つまり、感染症の罹患を理解するには三つのフェーズがあり、その時間軸の違

いを把握する必要がある。さらに、行政による感染者の公表に至るまでには、個人が④

検査を受けることで陽性か陰性の判定があり、その後、行政による感染者数の⑤公表の

二つのフェーズがある。したがって、行政の感染者の公表数に基づいて分析を行う際に

は、①感染のフェーズから、⑤公表のフェーズに至るまでの時間のラグを考慮する必要

があり、本稿の分析についても、4 章 3 節において時間のラグの考慮について詳述して

いる。また、本稿の計量モデルの大本となった SIRモデルについては、Appendix 2に示

している。 

 感染症に対する政府の介入政策を理解するうえでは、上記の三つのフェーズのどのフ

ェーズにアプローチしているかを理解する必要がある。例えば、個人のマスク着用等を

奨励する介入は①感染のフェーズを防ぐ介入である。一方で、ロックダウンや飲食店の

ための感染症対策のガイドラインの作成(客同士の距離の確保等)をする政策は②潜伏期

間にある個人に対して物理的な隔離や一定の社会的距離を確保させることによって、二

次的な①感染のフェーズを防ぐ政策である。また、ワクチン接種は③発症または重症化

の予防を目的とし、感染経路の追跡のような介入は④や⑤のフェーズについての政策で

あると理解できる。こうした対象となるフェーズの違いを念頭に置いたうえで、政府の

感染症の非医学的介入政策に関する研究を概観する。 
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3.2. 非医学的介入とその種類 

 パンデミック下では、感染拡大を抑制するために医学的介入と非医学的介入を用いた

対策が活用可能である。ワクチンや抗ウイルス剤などの医薬品を用いた感染防止策を医

学的介入と言うが、新型ウイルスの場合は効果のあるワクチンや抗ウイルス剤が開発さ

れていない場合が多い。また、それらの開発が仮に成功しても、世界中の人口に投与し

て集団免疫を達成するだけの十分な量を確保するまでには長い時間がかかる。 

 そこで有効とされるのが非医学的介入(Non-pharmaceutical Interventions)である。

非医学的介入には個人や家庭ができる行動(手洗い・うがい、咳エチケット、マスクの

着用、病人から距離を置くなど)と、制度として社会的距離を多く政策(休校、テレワー

ク、イベント制限、休業要請など)の両方が含まれ、行動変化による人から人への感染

を抑えることを目的としている。非医学的介入の役割としては、①パンデミックの影響

を遅らせ、対応のための時間を確保すること、②ウイルスへの暴露や感染する人の数を

減らすこと、③感染者を減らすことで、就業者を守り、社会経済活動の継続に貢献する

ことがあげられる(USAID, 2009)。 

 世界保健機関(2019)によると、非医学的介入は、①個人的な保護手段、②環境対策、

③社会的距離を置く対策、④旅行関連の対策と、大きく 4つのカテゴリーに分けられ

る。①個人的な保護手段には、手洗いうがい、咳エチケット、フェイスマスク着用など

があげられる。②環境対策には、表面および物体の清掃、紫外線による殺菌、換気の徹

底、湿度の調整等、人々が利用する空間に存在するウイルスを除去する、もしくは増や

さない取り組みが挙げられる。③社会的距離を置く対策には、接触者の追跡、発症者の

隔離、接触者の隔離、学校や職場での対策と閉鎖、混雑の回避等、感染者との接触を減

らす取り組みや、人と人との物理的な距離を確保する取り組みが含まれる。そして④旅

行関連の対策には、目的地に関する情報提供、出入国時の検査、国内旅行の制限、国境

の制限・閉鎖等、人が移動した際の感染リスクを制限する取り組みが挙げられる。これ

ら 4 つのカテゴリーを説明したものを下の図②に示している。 
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図②：感染症対策における非医学的介入の種類 

 
備考：文献調査をもとに筆者作成。 

 

 これらの介入は適用範囲・期間や強制力の有無等が国や地域で異なる。例えば、多く

の国々で実施されたロックダウン(都市封鎖)は、特定の地域への移動制限ならびに地域

内での外出や経済活動の制限を設ける政策であるが、制限の違反者に対し罰則を科すな

ど、法律の上で私権を制限する場合もあれば、日本の緊急事態宣言のように外出自粛や

休業を「要請」するに止まる場合もある。実施範囲に関しても、マレーシアのように国

全土で不要不急の店舗営業を禁止する場合もあれば、インドのデリーや中国の広州のよ

うに市単位で実施される場合もある(日本経済新聞, 2021a)。 

  

3.3. 非医学的介入の効果 

 

 本節では、非医学的介入の感染防止効果及び感染防止効果が大きいとされる非医学的

介入の対象や種類が、どのように先行研究で分析されているかについて、詳述する。 

 新型コロナウイルス感染症の社会における拡大メカニズムは、2020年から多くの研

究者によって分析がなされている。複数の研究が、感染者数の変化は人流の変動によっ

て説明でき、介入によって人流を減らすことで感染者数を減少させられることが明らか

にされている(Badr et al., 2020; Kraemer et al., 2020)。また、人流の種類によっ

て感染拡大への影響が異なることも示唆されている。Chang et al.(2021)の位置情報デ

ータを用いた SEIR モデル分析によると、通常営業のレストランや宗教施設などの限ら
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れたタイプの場所で感染リスクが突出して高いこと、低所得者層は高所得者層よりも感

染リスクが高いこと、そして、感染拡大に寄与しているのは限られた「スーパースプレ

ッダー」たちであることがわかっている。そして、これらの条件を考慮した上で、感染

リスクの高い場所に限って利用者数制限を設けて経済を再開した場合、何もせずに再開

した場合と比べ、人流を一定のレベルに保ちつつ大幅に感染者数を削減できることが示

された。これらの結果から、感染リスクの高い活動に焦点を当てた介入が最も効果的で

あると言える。 

 種類別の非医学的介入が感染者数にもたらした影響は多数の研究によって分析されて

いる。研究対象としてはロックダウン(Ferguson et al., 2020; Deb et al., 2020; 

Sheridan et al., 2020)、緊急事態宣言(Kurita, Sugawara, and Ohkusa, 2021)、渡航

制限(Tian et al., 2020; Chinazzi et al., 2020)、社会的距離の確保(Prem et 

al., 2020; Andersen et al., 2020)、個人的保護手段(Kaufman et 

al., 2020; Teslya et al., 2020)などがあげられる。ただし、多くの国では複数の介

入を同時期に実施しているため、個々の政策効果を分解して比較するのは困難であり、

政策のパッケージとしての効果を測定するにとどまる研究が多い(Flaxman et 

al., 2020; Cowling et al., 2020) 。  

 分析上の困難にも関わらず、介入の種類ごとに感染者数への影響を比較し評価した研

究は存在する。Haug et al. (2020)は 79カ国で実施された 6,068 の非医学的介入を強

度別に階層化し、4つのモデリング手法を用いてそれぞれの政策が実施地域の実効再生

産数に与えた影響を定量化した上でランク付けした。分析の結果、6つの施策が 4 つの

モデル全てにおいて実効再生産数を有意に減少させた。それらを効果の高い順に並べる

と 1)小規模集会の禁止、2)学校閉鎖、3)国境制限、4)個人用防護具の供給確保、5)個

人の移動の制限、6)国のロックダウンとなった。ただし、この他に三つのモデルにおい

て有効性が示された介入が 14種類あり、そのうち大規模集会の禁止、公衆への積極的

なコミュニケーション、高リスク・危機に脆弱な人口集団への支援、ガイドライン等に

よる事業者への働きかけ、医療従事者の拡充等が、総合スコアにおいて国のロックダウ

ンを上回った。ロックダウンが他のいくつかの介入と比べて効果が薄いとされたのは、

ロックダウン自体が複数介入の組み合わせでできていること、導入時に既に他の介入が

されていてロックダウン自体の効果は既に実施中の介入からの追加分しか反映されない

ことが理由として考えられる。一方で、最も感染防止効果の低い介入として、1) 国際

的な支援受給または提供のための政府行動、2) 検査数の拡大、3) 追跡力の強化、4) 

国境における検疫や 5) 環境浄化があげられた。検査数や検疫の拡大は短期的な症例数

の増加につながるために効果が低いと推測され、環境浄化は他の介入に比べて大々的に

報道されないことから効果が低いと推測された。これらの結果に関して、著者はどの介

入も単独では実効再生産数 1未満を達成できないため、最も効果的な感染防止は複数介

入の組み合わせによって達成されると結論づけている。 
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 また、複数の研究が導入のタイミングや実施地域の政治、経済、社会状況により感染

防止効果に差が出ることにも言及している。例えば、政治が安定していて説明責任が果

たされている事や、政策が感染の初期に導入されていることなどが介入の感染防止効果

に正の影響を与えることが確認されている(Haug et al., 2020)。また、富の再配分を

より効率的に、公平に行える地域や、ワクチンの入手の可能性が高いと期待される地域

ほど強力な措置が受け入れられやすいことも示唆されている(Glover et al., 2020)。 

 これらの状況を踏まえると、最も効果的な非医学的介入は個々に効果の高い複数の介

入を組み合わせたものであり、その組み合わせは個々の地域の実情に合わせて選択する

ことが望ましいと言える。中でも、本調査のテーマである飲食店への介入は効果の高い

介入の一つとしてあげられている。 

日本においても、数回に及ぶ緊急事態宣言の発令に加え、学校閉鎖、イベントの中止、

休業または短縮営業要請、検査と隔離など、あらゆる非医学的介入が実施され、その効

果が研究されている。7 月時点で全 3 回発令された緊急事態宣言は、いずれも実効再生

産数を 1以下に減らすことに成功している(Wang, 2021; Kurita, Sugawara, & Ohkusa, 

2020; 2021ab)。しかし、宣言の感染防止効果は回を重ねるごとに弱まっていったこと

もわかっている(Wang, 2021)。 

Wang (2021)は、日本における個別の介入の感染防止効果を、時系列変化を踏まえた

回帰分析を用いて検証した。分析の結果、実効再生産数を有意に減少させた介入として、

学校の閉鎖・公共交通機関の制限・外出自粛要請・国内移動の制限・接触者追跡・高齢

者の保護・世帯への経済支援・世帯に対する債務の免除が挙げられた。中でも、交通機

関の制限・外出自粛要請・国内移動の制限といった常套的な介入は依然としてもっとも

感染防止効果が高いことが示された。加えて、世帯への経済支援や債務免除といった経

済支援も感染を抑制したという結果は特筆すべきである。一方で、情報周知のためのキ

ャンペーン・検査の拡大・ワクチンや医療に対する投資・マスク着用といった公衆衛生

の増進に関わる政策の多くにおいて、有意な感染防止効果が見られなかった。一文前の

結果は世界中のデータを用いた Haug et al. (2020)の分析結果とは若干異なる点でさら

なる検証に値するだろう。 

また、政府が実施した経済緩和策である Go To トラベルキャンペーンが感染拡大に与

えた影響に関する分析も複数存在する。Anzai and Nishiura (2021)はキャンペーンの

開始前と開始後の定められた期間における旅行に起因する感染者数の変化を分析し、キ

ャンペーン開始前後でその数が数倍に増加したことを示した。しかし、著者自身が指摘

するように、この結果はキャンペーン以外の他の影響を考慮していないために、キャン

ペーン実施と感染拡大の明確な因果関係を示すには至っていない。一方で、キャンペー

ンの感染への影響は限られていた可能性が高いことが、複数の文献によって示されてい

る。例えば、Uchida (2021) はキャンペーン実施前後の感染者数と感染増加率を群馬県

内の観光地と非観光地で比較した。その結果、キャンペーン利用者数の増加と感染拡大
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のトレンドは一致せず、キャンペーン開始後の感染者増加率は非観光地より観光地の方

が低かったことが明らかになった。Kurita, Sugawara, and Ohkusa (2021a)は天候や人

流、他の介入などの諸要素をコントロールした上で回帰分析を行い、その結果キャンペ

ーンが実効再生産数をむしろ減少させたことを示している。これらの分析から、第 2回

緊急事態宣言につながる年末の感染拡大は、Go To トラベルキャンペーン以外の要素に

大きく影響された可能性が高いと考えられる。 

3.4. 非医学的介入の経済維持効果 

 非医学的介入の社会経済的コストや経済維持効果については、近似値である人流や、

個人消費額、株式リターン、失業者数、大気汚染物質の排出量など、複数の指標を用い

て分析されている。 

 複数の研究から、活動を大幅に制限するロックダウンや介入の組み合わせは社会経済

に大きなダメージを与えうることがわかっている。具体的に、ロックダウンの実施はし

なかった場合と比較してカード決済額を大幅に減少させ(デンマーク 27％、スペイン

60％、中国 33−34％)、規制の緩和は決済額を回復させる傾向が見られた。また、電子

支払いのうち飲食、ファッション、娯楽、旅行関連等、「不要不急」とみなされる活動

の支出がより大幅に減少したことも確認されている(Andersen, Hansen, Jonhannesen, 

and Sheridan, 2020; Carvalho et  al., 2020; Chen, Qian, and Wen, 2021)。 

 ただし、感染防止効果分析と同じく、同時に実施されることが多い個々の介入の効果

を分解して比較することは非常に困難である。また、使用する経済指標によって介入が

もたらす効果は異なる。複数の論文の結果から、例えば、学校閉鎖は生徒の親の給料減

額をもたらしたが、株式の価値の変動や失業保険申請者数には有意な影響を与えなかっ

た。職場の閉鎖は失業保険申請者数の増加に有意な影響を与えたが、株式には有意な影

響を与えなかった。反対に、イベントの中止は株式のボラティリティを有意に増加させ

たが、失業保険申請者数の増加には寄与していなかった(Zaremba et al., 2020; 

Radwan and Radwan, 2020; Kong and Prinz, 2020)(表③参照)。 
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表③：非医学的介入の経済維持効果 

備考：文献調査をもとに筆者作成。 

 

 また、非医学的介入の経済維持効果は感染状況を考慮するとより複雑なものになる。

例えば、感染者数の増加が非医学的介入と独立して経済に負の影響を与えることが指摘

されており(Chetty et al., 2020; Chen, Qian, and Wen, 2021)、場合によっては介入

よりも感染者数の増加自体が与えた影響の方が大きいとする証拠も存在する(Sheridan 

et al., 2020)。Ashraf(2020)は社会的距離を置く措置、国民の意識向上プログラム、

検査・隔離政策、経済支援策などの介入が、株式市場のリターンに与える影響を分析し

た。その結果、社会的距離を置く施策の発表は、経済活動に悪影響を与えると予想され

るため、株式市場にマイナスのリターンをもたらすが、一方で感染者数を減少させるこ

とで、間接的にプラスの市場リターンをもたらすことがわかった。加えて、政府が発表

した啓発プログラム、検査・隔離政策、所得支援策については、概ねプラスの市場リタ

ーンとなった。これらの結果から、介入が経済に正と負両方の影響を与えることが示唆

されている。 

日本における感染症の拡大や非医学的介入が経済にもたらした影響も、複数の指標を

用いて分析されている。菅(2021)は第 1回緊急事態宣言がもたらした経済波及効果に関

して、家計消費支出を応用した 2020 年 4―5月と前年同月の産業連関表の比較を通して

考察した。分析の結果、「宿泊業」、「飲食サービス」、「鉄道旅客輸送」、「道路旅

客輸送」などの 観光・旅行に関連するサービスにおいて、家計支出による生産誘発額

の大きな減少が見られた。特に宿泊業に至っては、生産誘発額の減少率が 95％以上と

なるなど、緊急事態宣言による経済へのダメージが多大であったことが確認された。一

方で、ステイホームにまつわる日用品や娯楽品、自動車や自転車などの個人移動手段に

関する支出とそれに伴う生産誘発額は増加した。 
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Fukui, Kikuchi, and Goalist(2020)は、第 1 回宣言中の求人情報数の変化を分析し

た。その結果、求人掲載件数は人々の自宅待機傾向と強い負の相関を示したが、自治体

による休業要請の発令や新規感染者数とは相関がなかった。また、大企業・老舗企業ほ

ど雇用凍結を多く行った点、在宅勤務の割合が多い職業において求人の減少が抑えられ

た点で、業界・業種によって感染症による雇用への影響が異なることが示された。 

経済活動の近似を用いた研究として、Watanabe and Yabu (2021)は位置情報データを

基に独自に開発した指標である外出の自粛率を用い、諸々の政策(学校閉鎖と緊急事態

宣言)による「介入効果」と、パンデミックに関する情報が人々の外出行動にもたらす

「行動効果」を分析した。その結果、緊急事態宣言は米国でのロックダウンと同程度の

外出者数減少(8.5%)をもたらした。また、東京における外出自粛の 4分の 1程が「介入

効果」によってもたらされ、あとの 4 分の 3は「情報効果」によるものだったことがわ

かった。これらの結果から、日本のコロナ対策の特徴である強制力の伴わない介入は、

強制力がある介入と遜色ないレベルで経済活動を制限し、対面での活動に依存する業界

における収入や雇用において多大なダメージをもたらした点では、世界全体のトレンド

に沿っていると言える。経済への影響の甚大さは、政府が 2020 年 1月からわずか 6ヶ

月の間に、国の GDP10%を上回る緊急予算を感染・経済対策に投じた(Ando et al, 

2020)ことからも窺える。 

 

3.5. 感染症対策と経済活動のトレードオフ 

 様々な文献からも示唆されているように、感染症対策のための非医学的介入は強力で

あればあるほど経済活動を大きく停滞させる傾向があることから、両者はトレードオフ

の関係にあると言える。この関係を簡略的に表したものが図③である。この図では、左

上に近いほど経済へのダメージは抑えられるものの感染者数が大幅に増加し、右下に近

いほど感染者数は低く抑えられるが、経済へのダメージは甚大なものになる。トレード

オフ曲線が固定されている間はその線上を推移するため、どの点で折り合いを付けるか

は議論の余地がある。ただし、曲線は前後左右にシフトすることもあり、経済活動と感

染症対策の両者にとって望ましい状況は曲線が左下に向かってシフトする場合である。 
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図③：経済維持と感染防止のトレードオフ 

 
備考：文献調査をもとに筆者作成。 

 

日本の文脈でトレードオフを研究した例として、Fuji and Nakata (2021)の論文が挙

げられる。著者は、感染者数減少のスピードと解除基準の違いで定義された複数の緊急

事態宣言解除シナリオを想定し、SIRD モデルを用いてそれぞれの累計死亡者数と経済

損失をシミュレーションした。分析の結果、宣言の解除基準が高く設定されると、後の

感染再拡大により緊急事態宣言を再発令する必要があり、結果的にトレードオフの曲線

を右上にシフトさせてしまうことが明らかになった。この状態は感染防止と経済活動の

双方にとって望ましくないと言える。その上で、感染防止と経済活動の両立の上でもっ

とも望ましいシナリオは、強力な介入による早期の収束と低い解除基準(ベースライン

500 人に対し 100 人程度)であるとされた。つづく二番目に望ましいシナリオは、緩い

経済抑制を続ける穏やかな収束と、中間的な基準(300人程度)とされた。一方で避ける

べき対策としては、トレードオフ曲線を右上にシフトさせてしまう理由から早い収束と

高い解除基準が挙げられた。また、穏やかな収束と低い解除基準を組み合わせたシナリ

オは、生命の保護には有効ではあるものの経済へのダメージが大きすぎることから避け

るべき施策とされた。加えて、著者はワクチンの役割についても分析し、ワクチンの普

及はトレードオフを左下にシフトダウンさせる効果があると結論づけた。同研究におけ

るシミュレーションは試算である点に注意が必要であるが、感染症対策と経済活動の両

立に関する基本的な考え方を示している。 

上記で紹介した文献をもとに、介入における感染防止効果と経済コストを並列して並

べたものが以下の表④になる。 
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表④：非医学的介入の感染防止と経済のバランス 

 
備考：文献調査をもとに筆者作成。経済コストは主眼をどこに置くか(マクロ経済・政府の支出等)によ

って変わる。この図では、マクロ経済への影響に着目している。また、高中低の評価は複数の文献に基

づいたあくまで便宜的なものであることに注意されたい。 

3.6. 飲食に関する介入の効果 

 飲食店に絞った介入政策の現状についても概観する。飲食店に絞った介入政策につい

ては、店舗の感染症対策を定めたルール作りと営業時間規制の二つに分けられる。前者

は店舗におけるクラスター感染防止のための対策(マスク着用や客同士の距離確保など

を含む)を国や自治体がガイドライン化し、店舗に順守を要請・命令する場合である。

後者については営業停止や時間短縮営業の要請・命令があげられる。 

 前述した文献調査の結果から、外食産業は感染拡大リスクが高く、同時に活動制限に

よる経済ダメージを最も多く受けるセクターであることがわかっている。実際、ロック

ダウン緩和の際に増加したレストランへの人流や、飲食店利用を促進するクーポン制度

の実施が、その後の感染者数の増加と相関していることが複数の研究で示されている

(Glaeser, Jin, Leyden, and Luca, 2020; Fetzer, 2020)。日本においては、第 4 波の

期間中、実効再生産数と外食費、旅行費、衣料品購入費との間に安定した相関が見ら

れ、支出額あたりの感染効果が最も大きかったのは「カフェ」「バー」「旅行」「外

食」の順であったことがわかっている(Tomura, 2021)。 

 飲食店における感染リスクを下げる最も単純な方法として営業停止措置が考えられる

が、関連産業への経済ダメージや失業者数増加のリスクを考慮すると、感染リスクを最

小限に抑えつつ営業を可能にする方策が望ましい。そこで、営業継続を前提とした飲食

店への非医学的介入(感染防止策の徹底と短縮営業)の効果について考察する。 
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 飲食店における感染防止対策の必要性をミクロな視点から示した研究として、中国・

広州のレストランで起きた三家族を巻き込んだクラスター感染の分析が挙げられる。Lu 

et al.(2020)の現地調査の結果、エアコンが効いた閉ざされた空間の中で第一感染者か

ら出た飛沫がエアロゾルとなり、同席していた三家族が空気感染した可能性が指摘され

た。このことから、レストランにおける温度監視の強化、テーブル間の距離の拡大、換

気の改善が重要であることが結論づけられている。 

 感染防止対策実施のマクロ的効果の最も分かりやすい例として、アメリカ合衆国で屋

内飲食の許可を含めた経済再開をする際に、マスク着用義務を課した州と課さなかった

州の比較が挙げられる。マスク着用義務を課した州はレストランにおける他の感染症対

策も実施している可能性が高いため、分析ではより強力な感染防止対策実施の近似とし

て用いられた。DID手法を用いた分析によると、マスク着用義務無しで再開した州で

は、義務有りで再開した州に比べて再開から 8週間後の人口 10万人あたりの過剰症例

数に約 10倍の差が出たと推定されている。また、各州が再開前にマスク着用の義務化

を実施していれば、6週間後の過剰症例数は 90％、過剰死亡数は 80％減少していたと

いう結果が出ている(Kaufman et al, 2020)。この結果は飲食店における感染症対策は

経済再開の際の感染者数の増加を一定程度抑える効果を持つことを示している。 

 飲食店の時間短縮営業の有効性に関しては日本のデータを使った複数の研究で触れら

れている。Chiba(2021)は日本国内の人口属性と移動パターンをシミュレートした個体

ベースモデルを用いて、主要な介入である移動制限、飲食店の時短営業、そしてテレワ

ークの効果を比較した。結果として、飲食店の営業時間の短縮は、全国的な渡航制限と

同等の感染拡大防止効果を持つことが示され、3 種類の介入の中でも最も効果的である

と結論づけられた。一方で Kurahashi et al.(2021)の分析は、時短営業の効果につい

て、飛沫防止策と比較しながら別の見解を示している。同分析では他地域からの流入リ

スクを考慮した個体ベースモデルによる 1ヶ月後予測を立て、首都圏一都三県の第 2回

緊急事態宣言で呼びかけられている感染予防策の効果を検証した。検証では、飲食店の

短縮営業により来客数を制限した場合の効果と飛沫予防策(客数制限、斜め席、パーテ

ーション)を実施した場合、また飛沫予防策と他の複数介入(テレワーク、イベント制

限)を組み合わせた場合の効果を比較した。分析の結果、時短営業の強化よりも、飛沫

防止策と他の複数介入の組み合わせの方が感染防止効果を発揮することが示された。こ

れらの文献から、飲食店の感染防止対策と時間短縮営業は両方とも感染防止効果を期待

できるが、現状で示された証拠から二つの対策に優劣をつけることは困難である。 

 パンデミック下の飲食店における感染防止対策の経済維持効果は、主に店舗の安全性

に対する顧客の認識の面から考察されている。Wan, Yao, and Martin(2021)は感染増加

が著しいアメリカ合衆国と比較的感染が抑えられているオーストラリアの両国の消費者

を対象にオンライン実験を実施し、レストラン内の混雑度と安全対策の実施状況が人々

の店舗利用選択(イートイン、持ち帰り注文、利用しない)に及ぼす影響を調査した。分
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析の結果、混雑はアメリカにおけるイートインとテイクアウトの両方の意思決定に悪影

響を及ぼすのに対し、オーストラリアでは混雑度が高い時に限り、イートインに関する

意思決定のみを低下させた。レストランにおける感染対策に関しては、席間のパーテー

ションよりもテーブル間の距離を取る方が消費者により好まれることがわかった。これ

らの結果から、感染者が比較的多いパンデミック下では、レストランにおける目に見え

る感染対策が消費者の店舗選択にポジティブな影響を与えることが示唆された。一方

で、Wei, Chen, and Lee(2021)によるオンラインサーベイを用いた研究は、パンデミッ

ク中の外食行動に最も有意に影響を及ぼすのは消費者の元来からの外食意向であり、感

染症対策は店舗ブランドの強化を通して間接的に外食意向を増加させたに過ぎなかった

と結論づけている。二つの研究から、飲食店における感染症対策は消費者の外食意向に

ポジティブな影響を与えうるが、その影響の大きさは未知数であると言える。 

3.7. 文献に基づくやまなしグリーン・ゾーン認証制度の評価 

 先行研究レビューの総括として、数ある感染症対策のための非医学的介入の中で GZ

認証制度がどのように位置付けられるかを考察する。結論としては、GZ 認証制度が想

定する政策の範囲と対象は、先行研究で有力視されているものに近い一方で、その経済

維持効果については必ずしも確定的な判断は下せないといえる。 

 まず、GZ認証制度のような第三者認証制度は、世界保健機関が示す非医学的介入の 4

つのカテゴリーのうち、①個人的な保護手段、②環境対策、③社会的距離を置く対策の

3つに該当する政策と言える。具体的に、①については、マスク着用、手洗いうがい、

検温、アルコール消毒等を従業員や客に対して積極的に働きかける施策をガイドライン

の中で打ち出している。②については、換気、施設の消毒、パーテーションの設置等に

関するルールを設ける基準を定めている。③についても、客席間の距離確保や入場制限

等の形式によって、社会的距離を作り出す対策を取り入れることを定めている。複数の

先行研究が感染防止のためには複数の政策の組み合わせが重要としている点からも、3

つのカテゴリーをカバーする GZ認証制度の政策的広さは特筆すべきである。 

 また、GZ認証制度は先行研究の中で有力視されている政策に近いものであると考え

られる。3.3で示した Chang et al.(2021)等の研究で指摘されているように、飲食店は

海外の宗教施設などと並んで感染リスクの高いスポットであり、そうしたリスクの高い

スポットに絞った政策は有力視されている。GZ認証制度は飲食店・宿泊施設・酒蔵・

ワイナリー等の人が集まりやすいスポットに焦点を当てており、その点でかなり合理的

な政策といえる。 

 一方で非医学的介入の経済維持効果の観点から GZ認証制度を分析すると、判断はか

なり難しい。GZ 認証をコロナ禍における外食産業の振興と見るならば、Go Toキャンペ

ーンやイギリスの Eat Out to Help Out 政策が感染再拡大を招いた可能性が指摘されて
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いるように、短期的には経済維持効果が見込めるが、長期的には感染の再拡大によって

経済に負の影響がある可能性がある。ただ、GZ認証制度は単に産業振興を目的したも

のではなく、その主眼は感染症対策にある。あくまで感染症対策が一義的にあり、その

うえで自治体が第三者的に認証を与えることによって、飲食店利用者に一定程度の安心

感を与え、結果として外食需要を回復させる効果を期待するという構造である。ミクロ

単位での感染リスクを減少させつつ店舗営業の継続を可能にしている点で、経済と感染

抑止の双方を狙った政策である。特に表④に基づけば、GZ認証制度はソーシャルディ

スタンスとマスクの着用に重点を置いた施策でもあり、経済コストを抑えつつ、感染抑

止も大きく期待できる政策といえる。言い換えると、GZ認証は実施エリアにおける感

染症対策と経済活動のトレードオフを長期的には左下にシフトダウンさせる効果がある

と言える。 
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4. 実証方法＆分析モデル 

4.1. 仮説 

 前節の先行研究のレビューを通して、GZ認証制度のような第三者認証制度は感染防

止対策として有効であり、かつコストパフォーマンスの良い非医学的介入として分類で

きると推測される。その理由としては、飲食店の利用は地域において感染を拡大させる

リスクの高い活動であることがわかっており、そのような施設に焦点を当てて感染防止

対策を徹底することで、地域全体の感染リスクを一定程度抑えることが期待されるから

である。経済維持効果の観点でいうと、休業を要請しないことで飲食店の営業活動を維

持できることはもちろん、感染者数が低く抑えられた結果、人々が自粛をせずに来店す

るようになるため、経済維持効果が期待できる。また、他県との比較において特別な感

染症対策を他県がそれほど行っていないことで、観光客等が他県よりも山梨県を選択す

る可能性も期待できる。 

 しかしながら、GZ認証制度のような第三者認証の効果に関して分析した論文は今の

ところ見つかっていない。したがって、本調査では GZ認証制度の感染防止効果・経済

維持効果を統計的に分析し、第三者認証が感染防止と経済活動の両立に資する取り組み

と言えるのかを考察していく。文献調査から、筆者は感染症に対する非医学的介入は経

済活動とトレードオフの関係にあり、GZ認証制度はそのトレードオフをシフトダウン

させる効果があると推測している(図④参照)。言い換えれば、GZ認証制度の実施によ

って、同じ経済活動のレベルでも感染者数を減らし、同じ感染者数のレベルでも、経済

活動をより活発にする効果があると考える。この前提から、本調査では二つの仮説を検

証する。 

 

H1：経済水準を一定に保った場合、GZ 認証制度を実施している地域は GZ を実施

していない地域に比べて感染者数を低く抑えられる。…① 

 

H2：感染者数を一定に保った場合、GZ 認証制度を実施している地域は GZ を実施

していない地域に比べて飲食店の売上・来客数が多くなる。…② 
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図④：GZ認証による経済維持と感染防止のトレードオフのシフトダウン効果 

 
備考：トレードオフの曲線は任意に設定したものである。感染者数を 1％減らすために経済へのダメージ

を何％必要とするのかどうかの弾力性に関しては本稿の射程ではない。また、感染拡大時期に人々が自

主的に外出を控え、自然と経済へのダメージが拡大する動力も働く。そのため厳密な議論をするために

は曲線の傾きのみならず、条件を精緻に定義する必要がある。 

 

 

 図⑤は上記の感染効果と経済維持効果のロジックモデルを模式的に表したもので、GZ

認証制度の経済社会に対する影響を示している。GZ認証制度の理想としては、感染者

数を減少させながら、経済活動を維持・向上させるという状況を作り出すことである。

しかし、先行研究と同様に、感染防止効果と経済維持効果についてはそれぞれ正負の影

響が混在する形を想定している。ただ実際には、山梨県は時短要請を代替する形で GZ

認証制度を打ち出しており、感染者数増加自体がもたらす経済への負の影響は他県に比

較して限定的だと考えられる。そのため、経済活動の活発化を通じた感染拡大の影響を

感染抑制効果が上回ることができれば、GZ認証制度の理想的状況が作り出せる。 
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図⑤：GZ認証制度における因果効果まとめ 

 
備考：矢印の色の違いが想定しているメカニズムの違いを表している。上図では 3 種類のメカニズムを

想定している。緑の影響がトレードオフをシフトさせる因果効果であり、黒・橙は同一曲線上における

移動である。 

4.2. 実証デザイン  

 本研究では、地域の分析単位は県6、時系列の分析単位は週7を用いる。第一の理由は、

飲食店の経済活動を表すデータ単位が県であるからである。そして第二は、経済活動の

データ単位が週であり、また新型コロナウイルス感染者数は日別よりも週別で集計され

た数値の方が検査数・報告のずれなどのエラーを除いた正しい感染状況を把握すること

ができるからである。 

 政策変数である GZ 認証は、ダミー変数ではなく累計認証店舗数を用いる。GZ 認証制

度の本質は、行政が定める感染対策の基準をクリアする飲食店の普及率だからである。

つまり、GZ 認証を取得する累計店舗数が増加すればするほどクラスターが発生しにく

くなり、山梨県の感染者数が他県と比べて減少するという仮説を検証するのである。し

たがって、因果効果の推定には GZ 認証店舗数の推移という時系列のバリエーションを

用いる(Appendix 1)。県間分析では他県の GZ認証変数は 0 である8。 

 そして対照群は、近隣 5 都道府県である静岡県・長野県・群馬県・栃木県・茨城県に

設定する。その理由は 2つある。第一に、新型コロナウイルスの感染拡大は、人口密度

や感染中心地との地理的な近接性に大いに依存しており、山梨県と条件が近似する対照

群を設定する必要があるからである。表⑤のように、山梨県と対照群で人口規模は異な

 
6 なお、GZ認証の感染防止効果の検証では、山梨県内における市町村別・週別の分析も行った。詳しく

は後述するが、陽性が確認された市町村がプライバシーの観点から公表されていない場合が少なくな

く、統計的に信頼性のある分析は難しいと判断したため、本稿では県別の分析を主要な結果として報告

する。なお分析結果ならびにデータ作成手法については Appendix に記載している。 
7 株式会社ポスタス提供の飲食店売上・来客数データおよび Google Mobility に含まれる施設種類別の人

流データについては、単位が日別である。それらの分析についてのみ日別で分析を行う。 
8 また、Appendix 5 掲載の市町村分析においては、市町村間に存在する GZ 認証の普及スピードの差を分

析に用いる(Appendix 図 A.1.2.)。 
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るが、人口密度や東京までの距離はおおよそ近似している。これらが時間によって不変

の平均的な感染者数・経済活動に与える影響は固定効果で取り除くことができているが、

時点によって変化する感染の広がり方への影響は固定効果では取り除けないため、対照

群の設定においてこのセレクションバイアスをコントロールする。また、変異株など感

染の広がり方に変化を及ぼすショックが生じた時に、地理的な距離が県間で同じであれ

ばその影響を共通ショックとして見なすことができる。第二の理由は、経済活動の変化

のトレンドが首都圏の中心部と周縁部では大きく異なるからである。週の固定効果を入

れることで、全ての都道府県に共通する経済活動の変化を取り除くことができるが、そ

のためにはそもそもサンプル間において週の固定効果が捉える影響が同程度である必要

がある。しかし、中心部と周縁部では、季節や感染状況の変化による売上の変動の大き

さが揃わない可能性が高い。感染状況に関しても、例えば、東京都民が山梨県民に比べ

て感染に対する「慣れ」が大きく、感染が拡大している状況であっても売上が維持され

る傾向にあるのであれば、GZ 認証の影響は過小推定される。したがって、本稿では上

記 2 点の懸念をできるだけ抑えるために東京都からの距離が近似し、人口密度やトレン

ドの変化が類似する都道府県を対照群に設定し分析を行う。 

 

表⑤：山梨県と近隣 5都道府県(対照群)の比較 

  
備考: 人口は令和元年度、人口密度は平成 26 年度国勢調査参照。東京への距離は国土地理院「都道府県

庁間の距離」を参照。今回対照群からは外した首都圏の都道府県においては、人口密度が山梨県の約 2〜

3 倍である。東京都は 12,022 人/km2、神奈川県は 8,979 人/km2、埼玉県は 8,340 人/km2、千葉県は 7,145

人/km2である。 

 

 推定する因果効果は、感染対策のガイドラインを遵守しているのか、現地チェックが

あるかないかの比較である。感染症対策・経済再生対策を全く行わなかった時との比較

ではない。以下の表⑥のように、対照群に含まれる都道府県においても認証制度は行っ

ているからである。山梨県の GZ 認証との違いは、制度ガイドラインに含まれる包括的

な感染症対策が9、感染症対策に必要な設備改修や備品購入に補助金を提供している点、

 
9 Appendix 6.やまなしグリーン・ゾーン認証 感染症予防対策に係る基準 に対策の詳細と東京都が策

定したガイドラインとの比較を掲載している。 
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そして認証に行政の訪問確認が不可欠であるという点の 3 点である10。したがって今回

推定する GZ 認証の効果は、より高い感染対策の基準を飲食店が実際に実行できている

ことにより経済・感染状況がどの程度変化するのかである。 

 

表⑥：山梨県(介入群)と近隣 5都道府県(対照群)における飲食店対象の関連政策比較 

 
備考：各都道府県の認証制度 HP を参照し、筆者作成。 

 

 また、山梨県内における時間短縮営業要請の実施回数は 1回のみ(2021年 7月 23日時

点)と対照群の都道府県と比較しても少なく、GZ 認証により通常通りの営業が比較的可

能になっている(表⑦)。推定する因果効果には、飲食店が平均的に営業時間を長く確保

できていることによる経済維持効果が推定されることになる。 

 

表⑦：山梨県(介入群)と近隣 5都道府県(対照群)における時短営業要請期間の比較 

 
備考：各都道府県 HPを参照し、筆者作成。 

 

 
10 表⑥に記載の通り、2021年の 4月以降は対照群に含まれる都道府県においても、行政の訪問確認が行

われ始めている。 
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4.3. 分析モデル 

 次に、推定に用いる分析モデルを①感染拡大防止効果、②経済維持効果の順に記す。 

 

4.3.1. 感染拡大防止効果 

 本検証では、GZ 認証が感染の拡大度合いに与える影響を推定する。元々感染者が存

在しないところには感染は発生せず、GZ 認証の効果はそもそも計測不能である。また、

介入群と対照群で感染状況が全く異なる場合、GZ 認証の効果は正しく推定できない。

よって、ある時点で存在したであろう他人に移しうる感染者数の数をコントロールし、

外的条件を揃えた上で、GZ 認証の普及に伴い感染拡大の度合いが減退するかどうかを

検証する。そこで、本検証の推定式は感染拡大の度合いを分析する主要な疫学モデルで

ある SIR モデルを踏襲し、GZ 認証の影響を推定する。本文では、推定モデルに使用す

る変数の説明にとどめ、SIR モデルから推定式を導出する過程は Appendix 2 に記載す

る。 

 

【推定式】 

 

【条件式❶】 

 
【条件式❷】 

 
 𝑝は都道府県、𝑡は週を表す。基本的に全ての変数に対して対数変換を行うため、絶対

値が 0を含む変数に関しては 1を足した上で対数変換を行っている。これは SIRモデル

を踏襲するとともに、効果の弾力性を推定するためである。目的変数である𝐶𝑂𝑉𝐼𝐷𝑝𝑡は

𝑝県の𝑡時点における新規感染者数の公表数である。右辺に含まれる変数は、基本的に 2

週間前である t-2時点の数値である。ウイルスに暴露し、潜伏期間を経て発症・検査・

発表するまで 6 日から 12 日程度を要するためである(He, Xi, et al. 2020; Hosono, 
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2021)11。暴露から発表までのラグに関しては地域や時期によっても変動しうるため、2

週間だけでなく 1週間のラグを取った分析も行う。 

 𝐺𝑍𝑝,𝑡−2が GZ 認証を受けた累計店舗数である。𝛽1が着目する政策効果であり、この係

数がマイナスに有意であれば政策効果が確認されたと言える。条件式❶記載の通り、

𝑆𝑢𝑠𝑐𝑒𝑝𝑡𝑖𝑏𝑙𝑒𝑝,𝑡−2は感染する可能性がある人口であり、県𝑝の人口(𝑝𝑜𝑝𝑝)から𝑝における

総感染者数(𝑖𝑛𝑓𝑒𝑐𝑡𝑜𝑤𝑛𝑝𝑘)を引いた数値で表す。 

 𝐼𝑛𝑓𝑒𝑐𝑡𝑒𝑑𝑝,𝑡−2は 2週間前の新規感染者数ではなく、𝑡 − 2時点である県に存在した感染

者数の推計値である。その導出過程は条件式❷に記載の通りだが、𝑡 − 2と𝑡 − 1時点に

おいて山梨県内に存在した感染者数の合計(𝐼𝑛𝑓𝑒𝑐𝑡𝑜𝑤𝑛𝑝,𝑡−𝑘)と他都道府県から流入した

感染者数(第 2 項)の合計を足し合わせたものである。第 2 項は、都道府県𝑖の感染者数

(𝐼𝑛𝑓𝑒𝑐𝑡𝑜𝑤𝑛𝑖,𝑡−𝑘)を人口(𝑝𝑜𝑝𝑖)で割った感染者数の割合に、都道府県𝑖から都道府県𝑝に

流入する人の数(𝑓𝑙𝑜𝑤𝑖,𝑝,𝑡−𝑘)を掛け合わせたものであり、𝑡 − 2と𝑡 − 1時点の合計値を取

る。これは Kurahashi et al.(2021)の先行研究に依拠するものであり、ある時点で他

人に移しうる感染者数の合計である「潜在的感染者数」を正確に計測し、より厳密に感

染状況を制御するために用いる。また、本稿では経済維持と感染防止はトレードオフで

あるという仮定を置くため、感染状況に影響を与える経済活動の指数として

𝑐𝑢𝑠𝑡𝑜𝑚𝑒𝑟𝑝,𝑡−2(飲食店の来客数)をモデルに含める。コントロール変数として、緊急事

態宣言ダミー、平均気温の 2乗項、平均降水量、新型コロナウイルス感染症の検査数を

含める。最後に𝑐𝑝は県固定効果、𝜏𝑡は週固定効果であり、𝑢𝑝𝑡は誤差項である。 

 

4.3.2. 経済維持効果 

 経済維持効果の検証では、以下のモデルを用いる。 

 

 
 

①感染防止効果と同様に、絶対値が 0 を含む変数には 1を加えて対数変換を行う。 

目的変数である𝑌𝑝𝑡は、(ⅰ)飲食店の売上・来客数、(ⅱ)レストランウェブサイトの閲

覧増加率、(ⅲ)施設種類別の人流変化率、(ⅳ)居住地域別の人流変化率である。𝐺𝑍𝑝,𝑡

が GZ 認証を受けた累計店舗数である。𝛽1が着目する政策効果であり、この係数がプラ

 
11 暴露から潜伏期間を経て、発症・発表までの日数に関しては様々な報告がされている。詳細に関して

は表 A.8.を参照願うが、一般的に 1週間〜2 週間の範囲に収まる。 
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スに有意であれば政策効果が確認されたと言える。𝐶𝑂𝑉𝐼𝐷𝑝𝑡は新規感染者数であり、感

染拡大により人々が自主的に外出を控える効果を取り除くために用いる。そして、

𝐺𝑍𝑝,𝑡と𝐶𝑂𝑉𝐼𝐷𝑝𝑡の交差項は、GZ 認証の経済維持効果が感染状況によって変化するのか

どうかを検証するために導入する。もし𝛽3がマイナスに有意であれば、GZ 認証の経済

維持効果が感染が拡大することによって減少すると推測される。コントロール変数とし

て、緊急事態宣言ダミー、平均気温の 2 乗項、平均降水量を含める。最後に𝑐𝑝は県固定

効果、𝜏𝑡は週固定効果であり、𝑢𝑝𝑡は誤差項である。 

5. データ 

 

 前章に提示した分析モデルを実行していくためには、山梨県内と近隣 5県における毎

日の新規感染者数のデータのみならず、感染を拡大させうる県内及び県外からの人流の

データや人流と深い関係を持ちうる気温や降水量のデータ等についてもコントロールす

る必要がある。本稿の分析で使用するデータとその加工については、以下の通りである。

各データの参照元のリンクは参考文献の節にまとめている。 

5.1. 目的変数データ(新型コロナウイルス新規感染者数) 

 各都道府県における毎日の新型コロナの新規感染者数の推移については NHKが「特設

サイト 新型コロナウイルス -都道府県別の感染者数」で公開しているデータを使用し

た。国内初の感染者が発覚した 2020 年 1月 16日からの新規感染者数と死者数を各自治

体や公的機関の公表数をもとに NHKが集計し、csv ファイルで公開している。 

 また、山梨県内における市町村別の新規感染者数のデータについては、山梨県が「新

型コロナウイルス感染症に関する統計情報(発生状況、検査状況、相談件数)」のページ

で公開しているオープンデータを使用した。山梨県内最初の感染者が見つかった 2020

年 3 月 6日以降の感染者個人の発症日、年代、性別、生活圏、居住地をリストで公開し

ている。分析の対象としたのは、県間分析でも市町村分析でも 2021年 4月 30日までの

公表データである。 

5.2. 目的変数データ(人流・飲食店サイトの閲覧数増加率等の経

済維持効果) 

 飲食店への経済維持効果を測る変数として用いる飲食店の売上・来客数データについ

ては、ポスタス株式会社から学術研究用に無償提供いただいた。同データはポスタス株

式会社が提供するクラウド POSレジ「ポスタス」を導入している飲食店の売上・来客数
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データを都道府県・日別に集計したパネルデータであり、2019 年 1 月 1 日から 2021 年

4月 30日までのデータが含まれている。  

 飲食店の経営状況を捉える別の指標として飲食店サイトの閲覧数増加率も使用した。

本データは、新型コロナウイルス感染症の地域経済への影響を適時適切に把握すること

を目的に内閣府が公開する「V-RESAS」にて公開されている。本データでは、2019 年の

同週と比較した飲食店情報の閲覧数の増減率を各都道府県ごとに公開していて、Retty

社が運営する日本最大級の口コミグルメサービス「Retty」が保有するデータを用いて

いる12。「Retty」の飲食店情報へのアクセス数を飲食店を都道府県別・業態別に把握

することで、飲食店を利用する人々の動向を定量的に示している。 

 また、飲食店の来客数だけでなく都道府県内の人流に与える影響を考察するために、

「V-RESAS」が公開する人流データも使用した。「V-RESAS」人流データは 2019 年の同

週と比較した人流の増減率を都道府県別で公開している。今回は特に調査対象県におけ

る県内の滞在人口が「市町村内」「都道府県内」「都道府県外」のいずれから移動して

きたものであるかを示すデータを使用して、経済維持効果を代表する人流データとして

扱った。 

 「V-RESAS」のデータに加え、施設種類の人流データとして Google が公開する

「COVID-19:コミュニティ モビリティレポート」も活用した。新型コロナウイルスの感

染拡大の防止を目的として、国および国内の地域別に 6 種類の場所(「小売・娯楽」・

「食料品店・薬局」・「公園」・「乗換駅」・「職場」・「住宅」)13における人流の

増減率を期間限定で毎日公開している。増減率の基準となるのは、2020 年 1 月 3 日〜2

月 6 日の 5 週間の曜日別中央値であり、曜日ごと 7つの基準値からの増減率を示して

いる。 

5.3. 説明変数データ 

 説明変数は GZ 認証を受けた店舗の累計店舗数を用いた。GZ 認証は、飲食店・宿泊施

設・酒蔵・ワイナリー・旧休業要請個別解除施設といった、施設の種類ごとに認証基準

が異なる。本稿では、主な感染経路として位置付けられている飲食店に絞り、データを

集計した。集計の際に用いる GZ 認証を受けた店舗の認証日については、GZ 認証制度を

担当する山梨県庁の担当部局より提供いただいた。 

 
12 詳しくは以下の URLを参照。https://v-resas.go.jp/articles/2  
13 基準値に季節性などは考慮されていない。詳しくは以下の URL参照。

https://support.google.com/covid19-mobility/answer/9824897?hl=ja&ref_topic=9822927  

https://v-resas.go.jp/articles/2
https://support.google.com/covid19-mobility/answer/9824897?hl=ja&ref_topic=9822927
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5.4. その他のコントロール変数に用いるデータ 

 人流を用いた分析においては不可欠である気温や降水量の天候データについては、気

象庁の「過去の気象データ検索」を用いて、都道府県ごとの観測所の毎日の気象観測デ

ータを活用した。週別のデータとして分析する際には、人口が上位にある複数の市町村

のうち観測所がある市町村を複数取得し、その平均を各県の代表地に設定した14。また、

降水量については 1週間の降水量の合計を、気温については 1週間の平均気温を代表さ

せた。 

 コントロールの必要のある各都道府県内の人流と県外から各都道府県内に流入する人

流については Agoop 社の有償データを活用した。Agoop 社の人流データは、Agoop 社が

保有する、ユーザーの GPS 情報の集計データである。ある時点である座標に存在した人

の数を把握し、その人数を集計し、その標本から人流全体の母集団を推定したデータと

なっている。そのため、県を超える移動についても把握が可能となっており、人流全体

の総数のみならず、特定の県から特定の県/市町村への移動についても人流を把握が可

能である。この人流データについては、目的変数としての人流データとしてではなく、

上記 SIRモデルで示した他県からの潜在的感染者の流入数を推定する際に用いた。潜在

的感染者の流入数の算出については、先行論文の手法(Kurahashi et al, 2021)を参考

に作成した。新型コロナウイルスの感染から発症、公表までのプロセスについては様々

な議論があるが、本稿では感染から公表までに約 1週間から 2週間のタイムラグがある

と仮定した。各都道府県の新規感染者の公表数データを基に、同数の感染者が 1〜2 週

間前に存在したと想定し、その感染者数を県人口で割った値に当該都道府県からの 2週

間前の流入した人流を掛け合わせることで、分析対象都道府県への 47 都道府県(対象県

自身も含む)からの潜在的感染者の人流を算出した。そのうえで、ある時点での新規感

染は「1 週間前の潜在的感染者の流入数」と「2 週間前の潜在的感染者の流入数」によ

って引き起こされたと想定し、これらの流入数の合計をある時点での潜在的感染者数と

して代替した15。市町村分析においても同様の処理を行うことで、47 都道府県から各市

町村への潜在的感染者の流入数を算出し、潜在的感染者数をコントロールした。 

 各都道府県が緊急事態宣言下にあるのかどうかのダミー変数については、鳥取県が新

型コロナウイルス感染症特設サイトにまとめている政府の対応経過を参考に作成した。

同サイトは緊急事態宣言の発令・変更・解除の対象となる都道府県を時系列でまとめて

おり、その情報を元に各都道府県がある時点で緊急事態宣言下にあるのかどうかを判別

した。 

 
14 山梨県は甲府・河口湖、長野県は長野・松本・上田・飯田、静岡県は浜松・静岡・富士、群馬県は前

橋・伊勢崎、茨城県はつくば・水戸・日立、栃木県は宇都宮・小山、をそれぞれ代表させている。 
15 Appendix 8 に潜在的感染者の概念を理解するための資料を掲載している。 
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6. 分析結果  

上記モデルの下で、県間・週別の回帰分析を行った。感染から公表までの時間的ラグは

2 週間を想定している16。その結果、本モデルにおいては、感染防止効果と経済維持効

果双方が統計的に有意な水準で確認されており、感染防止と経済維持のトレードオフの

関係性を緩和する効果があると言える。感染防止効果と経済維持効果の順にそれぞれ回

帰分析結果を示す。 

6.1. 感染拡大防止効果 

 県間分析において、グリーンゾーン認証累計店舗数と 2週間後の新規感染者数の間に

一貫して負の相関がある(表⑧)。GZ 認証店舗数が 1%増加した時に新規感染者数が約

0.1%減少しており、この効果は 1%有意である(列(1))。経済状態をコントロールしてい

ない状況下でも負に有意な効果が認められることから、GZ 認証が飲食店の来客数や人

流全般を増加させ、感染の機会を増加させたとしても政策を実施しなかった時と比べて

新規感染者数は増加せず、むしろ減少している。これは飲食店の営業維持により感染者

数が増加する効果よりも、感染拡大防止効果によって感染者数が減少する効果の方が平

均的に高く、感染抑制と経済活動が両立できていることを示している。次に、経済状態

をコントロールし、同じ経済水準を実現するために発生してしまう新規感染者数の数を

減少させることができたのかを検証する。レストランの来客数をコントロールすると

GZ 認証の効果は約-0.12%(1%有意)と少し大きくなり、経済維持と感染拡大のトレード

オフの関係性を緩和する効果が認められた(列(2))。降水量と平均気温をコントロール

しても GZ の効果はほとんど変化せず、新規感染者数を 0.115%減少させる効果が示され

ている(列(3))。同様に、感染する可能性のある人口の数をコントロールしても GZ 認証

の効果は頑健である17(列(4))。 GZ 認証が持つ感染防止効果は、1 週間のラグを取った

分析でも同様の結果が示されている(Appendix 表 A.2.1を参照)。 

 また、潜在的感染者数と 2週間後の新規感染者数は強い相関を持ち、他人に移しうる

潜在的感染者数が 1%増加すると 2 週間後の新規感染者数は約 0.6%増加する(1%有意)。

ここから、一度感染が拡大するとその後も感染が広がりやすい性質が確認できる。そし

 
16 1 週間のラグを想定した分析については Appendix 4 に詳細を掲載している。 
17 感染しうる人の数は感染者数に有意な影響を与えていない。これは、日本では総感染者数が、感染が

拡大する米国やイギリス、インドなどと比べて少ないため、集団免疫をつけるに至っていないことを暗

示するものである。そして、Susceptible を加えると基本感染力を表す切片(Intercept)の数値が急激に

増加し、分析の精度を歪める可能性が高いため本稿では Susceptible を含めない推定が望ましい分析で

あると考える。 
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て、一貫して決定係数が 0.9 を超えていることから、県・週の固定効果と潜在的感染者

数を考慮することで 2週間後の感染者数をかなりの精度で推定できることが読み取れる。 

 この分析結果を元に、GZ 認証店舗が 0 であったと仮定した時の山梨県の感染者数を

推定すると、GZ 認証が感染防止に一定の効果を与えたことが見てとれる(図⑥)。GZ 開

始後の 2020 年 7 月 17 日において、基本的に GZ 認証制度がなかった場合の仮想シナリ

オにおける感染者数は実際の感染者数を上回っている。特に感染拡大が著しい 2021 年

1 月の第 3 波に着目すると、感染者数の発表値は週あたり最大約 160 人であるが、仮想

シナリオでは週あたり最大約 270人と感染者数が爆発的に増加していた可能性がある。

つまり、GZ 認証制度は特に感染拡大時期において、週あたり最大約 100 人感染者数を

減少させる政策効果を持つ可能性が高い。また、実際の感染者数と仮想シナリオにおけ

る感染者数の差を全ての週で合計すると、差の合計は約 1122 人にのぼり、調査対象の

約 1 年間で 1000 人以上の山梨県民の感染を防いだ可能性がある。 
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表⑧：GZ認証店舗数が 2週間後の新型コロナウイルス感染者発表数に与える影響 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(6)について、県・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定しており、

標準誤差は全てクラスターロバスト標準誤差である。全 6 都道府県における 2020年 1月第 3週から 2021

年 4月第 5週までのデータが分析範囲である。目的変数の感染者数が 2週間のラグを取るため、経済維持

効果よりも観察数が 2週分少なくなっている。 
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図⑥：山梨県における実際の新規感染者数と GZ 認証制度がなかった場合における新規

感染者数の推移 

 
備考：赤の実線が実際の感染者数の公表数、青がコントロール変数を全て使用した回帰モデルで推定し

た感染者数の推定値、緑が GZ 認証が山梨県内で一貫して 0 であったと仮定した時の感染者数の推定値で

ある。緑の点線が GZ 開始時であり、2020 年 7 月 17 日を示す。GZ 開始後に仮想シナリオの感染者数(緑)

が実際の感染者数(赤)と感染者数の推定値(青)を大きく上回っていることが読み取れる。 

 

 市町村を分析単位に行った同様の分析では、GZ 認証は新型コロナウイルス感染者数

に有意な影響を与えていない(表 A.5.1 および表 A.5.2.を参照)。そしてその効果の大

きさは、95%の信頼区間を推定しても県間分析の推定値と全く重なっていない(図 A.5.1

を参照)。県間と効果の大きさが異なり、有意な効果が観測されなかった原因は新型コ

ロナウイルス感染者数のデータが不完全である点にあると考える。新型コロナウイルス

感染者数がどの市町村で発生したのかは、プライバシー保護の観点から公表されていな

い件数が一定数以上存在し、分析の精度を歪めている可能性が高い。実際、2021年 5月

12 日時点での公表データに基づくと、居住地あるいは生活圏となる市町村が一つに特

定されていない感染は 646件と、全体の感染件数の約 53％を占めている。本研究では、

市町村不明の感染者は市町村の人口比率に応じて感染数を配分したが、この配分が実際

に発生した市町村と合致しておらず、分析において統計的な有意性が失われたものであ

ると解釈している18。したがって、本稿では県間分析の推定結果が GZ認証が持つ効果で

あると位置付ける。 

 
18 配分方法については、Appendix 3 を参照。 



   
 

38 

6.2. 経済維持効果 

 経済維持効果については、(i)飲食店の売上・来客数、(ⅱ)レストラン Web サイトの

閲覧増加率(2019 年同週比%)、(ⅲ)施設種類別の人流(2020 年 1 月比%)、(ⅳ)居住地域

別の人流変化率(2019 年同週比%)に分けて推定結果を提示する。推定結果によると、GZ

認証店舗数は飲食店の売上・来客数、レストランウェブサイトの閲覧数、小売・娯楽施

設の人流、ならびに県外住民の人流と正の相関を示している。これは GZ 認証普及によ

って、県外住民を中心に飲食店を利用する旅行客が増加した可能性を示唆している。GZ

認証による感染対策の徹底により、感染を懸念する人々もレストランを利用するインセ

ンティブが保たれ、客足が維持されたからではと推測する。 

 

6.2.1.飲食店の売上・来客数 

 まず初めに飲食店の売上・来客数を目的変数にとり、GZ 認証店舗数との関係性を分

析する。飲食店 1店舗あたりの売上・来客数の時系列の推移を示したものがそれぞれ図

⑦と⑧である。2020 年 7 月の GZ 認証制度開始前はデータの推移が両者でおおよそ平行

に推移しているが19、GZ 認証制度開始後の 7 月の第 3 週から 12 月の第 5 週にかけて山

梨県の飲食店売上・来客数は近隣 5 県を 1 週間あたり約 20 万円・約 100 人上回ってい

ることが読み取れる。また、2021 年 1 月の首都圏における緊急事態宣言を経て 2021 年

3 月以降も近隣 5 県と比較して、山梨県の飲食店売上・来客数は約 10 万円・約 50 人上

回っている。そこで、この売上・来客数の差が GZ 認証店舗の増加によるものであるの

かを回帰分析で検証する。 

 

 
19 1 店舗あたりの来客数に関しては、2020年 7月の GZ認証制度開始前においては近隣 5県が山梨県を週

あたり約 75人上回っている。2020 年 4月の緊急事態宣言を境に両者が同じ水準まで減少し、GZ認証制

度開始後は山梨県が近隣 5県を上回っている。 
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図⑦：山梨県と近隣 5都道府県の飲食店 1店舗あたりの売上 時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 

 

図⑧：山梨県と近隣 5都道府県における飲食店 1 店舗あたり来客数 時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 
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 回帰分析によると、GZ 認証店舗数は 1 店舗あたりの飲食店売上・来客数と正に有意

な相関があることが読み取れる(表⑨)。GZ 認証店舗が 1%増加した時に、売上が約

0.014%(列(1))、来客数が約 0.033%(列(4))増加している(有意水準 1%)。来客数の方が

弾力性が大きいことから、感染対策の一環として滞在時間やアルコール類の消費が減少

するなどで客単価はコロナ禍以前よりも低下している可能性がある。この影響は天候を

コントロールしてもほとんど変化せず、頑強である(列(2)(5))。 

 また、新規感染者数と売上・来客数に負の相関が見られ、感染拡大時には感染を恐れ

て人々が自主的に外出を控える傾向が見られるが、統計的に有意ではない。同様に、GZ

認証店舗数に新規感染者数との交差項を取り、新規感染者数が変化した時に GZ 認証の

効果の大きさが変化するのかを検証する。分析によると、こちらも統計的に有意ではな

いが、感染者数が 1%増加すると GZ 認証が売上・来客数を増加させる効果が減少する傾

向がある(列(3)(6))。これは感染拡大に伴う外出自粛の効果を表していると考えられる。 
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表⑨：GZ認証累計店舗数が飲食店売上・来客数に与える影響 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(6)について、県・日の固定効果を入れた固定効果モデルで推定しており、

標準誤差は全てクラスターロバスト標準誤差である。全 6都道府県における 2019年 1月 1日から 2021年

4月 30日までのデータが分析範囲である。 

 

 この分析結果を元に、GZ 認証店舗が 0 であったと仮定した時の山梨県の飲食店の売

上を推定すると、GZ 認証が飲食店の売上に一定の効果を与えたことがみて取れる(図

⑨)。GZ開始後の 2020年 7月 17日において、基本的に GZ認証政策を導入しなかった場

合の仮想シナリオにおける売上は実際の売上を下回っている。感染が拡大した第 3 波

(2020 年 12 月)においては売上が減少し経済維持効果が大幅に減少しているが、感染拡

大期を除いて 1 店舗・1 週間あたり最大約 14 万円20飲食店の売上を増加させた可能性が

ある。また、実際の売上と GZ 認証制度を導入しなかった場合の仮想シナリオにおける

 
20 2020 年 10月 4 週目において実際の売上(赤)と仮想シナリオにおける売上(緑)の差は約 14 万円にのぼっ

ている。 
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売上の差を全ての週で合計すると、差の合計は 263万円にのぼり、調査対象の 9ヶ月間

で 1 店舗の 1ヶ月あたり最大 29.2万円の売上を増加させた可能性がある。 

 

図⑨：山梨県における 1 店舗あたりの実際の飲食店の週毎の売上と GZ 認証制度がなか

った場合の週毎の売上の推移 

 
備考：赤の実線が実際の飲食店の売上、青がコントロール変数を全て使用した回帰モデルで推定した売

上の推定値、緑が GZ 認証が山梨県内で一貫して 0 であったと仮定した時の売上の推定値である。緑の点

線が GZ 開始時であり、2020 年 7 月 17 日を示す。GZ 開始後に実際の売上(赤)と感染者数の推定値(青)が

仮想シナリオの売上(緑)を上回っていることが読み取れる。 

 

6.2.2.レストランサイトの閲覧増加率(2019 年同週比%) 

 次にレストランサイトの閲覧増加率を目的変数に取り、GZ 認証店舗数との関係性を

分析する。閲覧数は実際に飲食店に足を運ぶ人の総量と強い相関を持つ21ことが指摘さ

れており(V-RESAS, 2021)、この閲覧数を目的変数に取った時でも飲食店の売上・来客数

と同じ分析結果が確認されるかどうかを確認する。 

 レストランウェブサイトの閲覧増加率の時系列の推移を示したものが図⑩である。

2020 年 7 月の GZ 認証制度開始前は両者でおおよそ平行に推移しているが、開始後の 9

 
21 同サイトによると、閲覧数と予約数の間には強い正の相関関係が認められている。 
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月の第 1 週から 12 月の第 5 週にかけて山梨県の閲覧増加率が近隣 5 県を約 30%pt 上回

っていることが読み取れる。また、2021年 1月の首都圏における緊急事態宣言を経て、

2021年 3月以降も近隣 5県に比べて約 10%pt閲覧増加率が上回っている。そこで、この

増加率の差が GZ 認証店舗の増加によるものであるのかを回帰分析で検証する。 

 

図⑩：山梨県と近隣 5都道府県のレストラン閲覧増加率 時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 

 

回帰分析によると、GZ 認証店舗数はレストランの閲覧増加率と正の相関があることが

読み取れる(表⑩)。GZ 認証店舗が 1%増加した時に、約 0.015%pt(列(1)(2))レストラン

の閲覧増加率が増加している(有意水準 1%)。この影響は閲覧数・人流に大きな影響を

与えうる天候をコントロールしてもほとんど変化せず頑強である(列(2))。 

 また、新規感染者数と閲覧増加率に有意水準 5%で負の相関が見られる。感染拡大時

には感染を恐れて人々が自主的に外出を控えるようになるからだと考えられる。 

 そこで、GZ 認証店舗数に新型コロナウイルス新規感染者数との交差項を取り、新規

感染者数が変化した時に GZ 認証の効果の大きさが変化するのかを検証する。分析によ

ると、感染者数が 1%増加すると、GZ 認証が閲覧数を増加させる効果が 0.003%pt(10%有

意)で減少する(列(3))。つまり、GZ 認証がレストラン閲覧増加率を上昇させる効果は

感染状況に左右され、一定以上感染者数が増加すると人々は認証がある店であったとし

ても外食を控える行動を取る可能性を示唆している。 
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表⑩：GZ認証累計店舗数がレストラン閲覧増加率に与える影響 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(3)は、県・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定しており、クラス

ターロバスト標準誤差を用いている。全 6都道府県における 2020年 1月第 1週から 2021 年 4月第 5週ま

でのデータが分析範囲である。 

 

6.2.3. 施設種類別の人流(2020 年 1月比%) 

 次に、Google Mobilityデータを用いて GZ認証が施設種類別の人流に与えた影響を分

析する。同データには「小売・娯楽施設」・「食料品店・薬局」・「公園」・「乗換

駅」・「職場」・「住宅地」のカテゴリーごとに人流の変化率が含まれている。各数値

は人流の絶対値ではなく、各都道府県における 2020 年 1 月の曜日別中央値の人流を基

準値とした変化率であるため、数値が大きいほど人流の絶対値が多いことを表すわけで

はない。しかし、同県との比較であるため、他県と比べて山梨県の変化率が増加してい

るのであれば、なんらかの介入が行われていると解釈できる。 
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 紙面の関係上全てのカテゴリーにおける変化率の推移を示すことは難しいため、飲食

店が含まれるカテゴリーである小売・娯楽施設における人流の変遷を示す(図⑪)。GZ

認証導入前と比べて導入後に、近隣 5 県と比較した山梨県の変化率が増加していること

が読み取れる。 

 

図⑪：山梨県と近隣 5県の小売・娯楽施設における人流前日比変化率 時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 

 

 

全てのカテゴリーに関して回帰分析を行うと、GZ 認証店舗数と小売・娯楽施設の間に

は 1%有意で正の相関があり、政策効果が認められる(表⑪)。この効果は、コントロー

ル変数を入れた分析であり、休業要請などの他の政策や雨などの天候による隠れた相関

である可能性は低い22。経済維持効果の大きさは、GZ 認証店舗が 1％増加すると、小

売・娯楽施設の人流増加率が 0.003%pt 増加する水準である(1)。単純比較はできないが、

レストランの閲覧増加率への影響が GZ 認証店舗 1％増加時に 0.015%pt であったことか

ら、GZ 認証に関係のない店舗が含まれることにより影響が小さく推定されていると推

測される。また、GZ 認証と感染者数の交差項の係数によると、感染が増えると GZ 認証

の効果は統計的に有意な水準(5%)でわずかに減少する。これは、感染が一定以上まで拡

 
22 緊急事態宣言において小売・娯楽施設と職場において強いマイナスの相関が有意水準 1%で確認されて

いる。また、降雨量と人流の間にも有意水準 1%でマイナスの相関が示されており、悪天候においては外

出が減少する傾向が示されており、直感と一致する。 



   
 

46 

大すると GZ認証が持つ経済維持効果は失われることを示唆している。よって GZ認証は

あくまでも感染が低く抑えられている状況においてのみ、経済との両立を実現できてい

ると推察できる。 

 また、公園のカテゴリーについても 1%有意で正の相関が見られ、0.03%pt の増加が見

られる。これは、GZ 認証が富士五湖などの自然景勝地に多く存在するキャンプ場や温

泉地などの宿泊施設に対しても認証を付与しており、飲食店の GZ 普及率と宿泊施設の

GZ 普及率の間に強い相関があることで、宿泊関連の施設においても人流増加の相関が

現れたものだと考えられる。公園においても、小売・娯楽施設と同様に、感染が拡大す

ると GZ認証の効果が減少することが確認されている(有意水準 10%)。 

 そして、乗換駅において 5%有意で正の相関が見られ、0.0051%pt の人流増加が見られ

る。上記の宿泊施設を目指す旅行客が増えた影響や、一部飲食店利用者が公共交通機関

を用いる機会が増加した傾向を捉えたものであると推察する。 

 一方で、GZ 認証に直接的な関係が見られない食料品店・薬局や職場においては、GZ

認証との間に統計的に有意な関係は認められなかった。また、住宅地などの居住エリア

においては、わずかながら負の相関が見られる。正の相関が見られる施設を訪れる人の

割合が微増したことで、負の相関が発生したものと見られる23。このように、GZ 認証の

政策目標が対象としない施設においては正に有意な相関が見られず、対象とする施設に

おいては正に有意な相関が見られるため、この正の相関は偶然ではなく GZ 認証が持つ

因果効果であると捉えられる。 

 
23 しかし、V-RESAS データによる(ⅲ)居住地域別の人流変化率の分析では、県内住民の人流と GZ認証に

は統計的に有意な関係性は見られていない。そのため、このマイナスは県内住民によるものではなく、

県外住民が住宅地を訪れる割合がわずかに減少した傾向を捉えたものである可能性がある。 
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表⑪：山梨県と近隣 5都道府県の施設種類別人流変化率(日別)  

 
備考：全ての推定結果(1)〜(6)について、県・日の固定効果を入れた固定効果モデルで推定しており、クラスターロバスト標準誤差を用いてい

る。全 6都道府県における 2020年 2月 16日から 2021年 4月 30 日までのデータが分析範囲である。
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6.2.4.居住地域別の人流変化率(2019年同週比%) 

 最後に居住地域別の人流変化率を分析する。人流増加率のデータは県外住民の人流、

県内住民の人流、そして市町村内住民の人流に分けられる。それぞれ時系列の変化を山

梨県と近隣 5都道府県に関してプロットしたのが図⑫、⑬、⑭である。近隣 5県と比べ

て山梨県においては、県外住民の人流が GZ 認証開始後に増加している一方で、県内住

民、市町村内住民は GZ認証開始後も変化が見られない。 

 

図⑫：山梨県と近隣 5都道府県における県外からの人流変化率の時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 
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図⑬：山梨県と近隣 5都道府県における県内からの人流変化率の時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 

 

図⑭：山梨県と近隣 5都道府県における市町村内からの人流変化率の時系列推移 

 
備考：山梨県(緑)のデータと近隣 5 都道府県(橙)におけるデータの平均を時系列でプロットしたもので

ある。近隣県は静岡県・長野県・栃木県・群馬県・茨城県である。 
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3 種類の住民別人流について回帰分析を行うと、都道府県外からの流入において 1％有

意な正の相関が見られている(表⑫)。効果の大きさは、GZ1％増加時に 0.012%pt(列

(8))人流が増加するものであり、レストラン閲覧増加率と同程度の水準である。この影

響はコントロール変数による影響を取りのぞいても頑強である。実際、山梨県の GZ 認

証政策担当者によると、GZ 認証を取得する飲食店において県外からの観光客の客足が

増加したとの報告があり、現場の実感ともこの分析結果は一致する24。また、感染状況

による効果の違いについては、感染が拡大すると GZ 認証の経済維持効果が減少する結

果が示されている(10%有意)。他の経済指数と同様に、感染状況によって効果が減退す

るものであると考えられる。 

 市町村内の住民移動については、GZ 認証と負の相関が見られる。また、県内の住民

移動については、GZ認証との間にわずかな正の相関が 10%有意で確認されている。これ

らを総合して検討すると、GZ 認証が普及するにつれて市町村を超えた県内・県外への

移動が増加した可能性が推察される。実際、人流について GZ 認証と正反対の効果を持

つであろう緊急事態宣言においては、県外・県内の移動がかなり減少し(列(5))25、市

町村内部の移動が増加している(列(2))ことから、感染が拡大し人々の危機感が高まる

中では市町村内部の住民移動に留め、市町村を超えた移動は控える傾向が見て取れる。 

 このように、GZ 認証店舗数は飲食店の売上・来客数、レストランウェブサイトの閲

覧数、小売・娯楽施設の人流、ならびに県外住民の人流と正に有意な相関を示している。

これは GZ 認証普及によって、県外住民を中心に飲食店を利用する旅行客が増加した可

能性を示唆している。また施設別人流に与える効果において、職場や食料品店・薬局の

施設人流とは有意な相関が見られなかったことから、GZ 認証累計店舗数はその政策効

果が期待される施設でのみ経済維持効果を発揮しており、GZ 認証制度の政策効果を正

しく捉えていると言える。 

 
24 本研究の実施期間中、山梨県庁の政策担当者と東京大学公共政策大学院検証チーム(川口大司教授・正

木祐輔准教授、ならびに大学院生編成の検証班)との間で 1ヶ月に 1度程度研究報告のミーティングを行

っていた。同発言は 2021年 6月 21日 17:00-18:00に実施した研究報告ミーティングにおいてフィード

バックいただいた内容である。 
25 県外への移動が減少する効果については統計的に有意ではないが、負の相関が見られる。 
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表⑫：山梨県と近隣 5都道府県の住民地域別人流変化率 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(9)について、県・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定しており、

標準誤差は全てクラスターロバスト標準誤差である。全 6 都道府県における 2020年 1月第 1週から 2021

年 4 月第 5週までのデータが分析範囲である。 

 

7. ディスカッション 

 分析結果より、GZ 認証制度には感染抑制効果と経済維持効果の双方が確認された。

本章では分析結果を改めてまとめるとともに、その内的妥当性や外的妥当性、政策の効

率性、新型コロナウイルス政策全般に関わる教訓を順に記す。 

7.1. 分析結果まとめ・理由考察 

 本分析の結果は以下の二点にまとめられる。第一に飲食店の営業を維持することで飲

食店での感染機会が残り、感染者数が増える可能性があったとしても、飲食店における

感染拡大防止の施策を徹底すれば何も施策をしない時と比べても感染者数は増加せず、
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むしろ減少するということ。そして第二に、GZ 認証制度が経済維持と感染防止のトレ

ードオフの関係性を緩和する効果を持つということである(図⑤)。このシフトダウン効

果は①同じ経済活動を保つために増えてしまう新型コロナウイルス感染者数が政策がな

い時と比べて少なく抑えられること、②同じ感染拡大防止の程度を保つために発生する

経済へのダメージを低く抑えられること、という二つであり、経済維持と感染防止の両

立する可能性が示された。  

 まず新型コロナウイルスの感染防止効果が認められた理由は、先行研究で指摘されて

いる通り26、飲食店が主要な感染経路として機能しているためと言える。本稿で検証し

たのは、GZ 認証が飲食店関連のクラスターを減らすのかではなく、県全体の感染者数

を減少させるのかという点である。そしてその検証において GZ 認証は県全体の感染者

数を引き下げる効果が認められている。これは図⑮のように、飲食店が感染確率の高い

経路として機能していたからこそ、統計的に有意な水準で効果が認められるものである。

例えば、日常生活においてもともと飲食店が感染経路として全く機能していないのであ

れば、飲食店を対象に感染防止対策を行っても統計的に有意な防止効果は認められない

はずである。GZ 認証制度は、無視できないレベルである飲食店経由の感染を抑える効

果があると言えるのである。 

 

図⑮：日常生活における感染経路と感染確率 & GZ 認証の効果 

 
備考：感染確率は任意で設定しているため、実際の確率を示したものではない。この図で着目すべきは

GZ 認証の導入によって日常生活で直面する感染機会を他県に比べて減らし、感染確率を引き下げている

可能性があるという点である。これにより県全体の感染者数も減少していると位置付けることができる。 

 

 しかし、当然ながら GZ 認証は感染拡大を完全に抑えるものではない。実際、2021 年

1 月の第 3 波では山梨県においても感染は拡大している。その原因の一つに、県内の感

 
26 例えば、Chang et al.(2020)や Tomura(2021)。詳しくは先行研究の節を参照。 
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染状況は他県の感染状況に大きく影響を受けることがある。山梨県がどれほど感染対策

を徹底していても、他県が感染拡大を許してしまうと他人にうつしうる潜在的な感染者

が山梨県内にも流入する。感染させうる人口が増加するとどれほど飲食店での感染対策

によって感染確率を抑えていても感染者数は増加してしまう。また、飲食店経路以外で

感染が拡大することは抑えきれない。よって、今後感染の波が発生すること自体を防ぎ、

波をさらに小さく抑えていくのであれば、他県との協力を検討する必要がある。 

 ただ、繰り返しにはなるが、GZ 認証が感染拡大を防止し、感染拡大時期において特

に大きな効果を発揮した可能性が高い点は特筆すべきである。仮想シナリオに基づく推

定によると、GZ 認証がなければ 2021 年 1 月の第 3 波においては感染が最大 100 人程度

さらに増加していた可能性がある(図⑥を参照)。そのため、GZ 認証は完全に感染拡大

を防ぎ切る政策ではないにしても、そもそも感染者の発生を予防する効果と、感染が拡

大している時期においてもその波を低く抑える効果を持っている。 

 経済維持効果に関しても GZ 認証店舗数と統計的に有意な水準で正の相関が確認され

ている。厳密には、レストラン閲覧増加率、小売・娯楽施設の人流、および県外からの

人流が増加した。また、GZ 認証政策とは関係のない種類の施設においては人流が増加

した結果が確認されなかったことから、上記の効果は偶然でも他の政策による影響だけ

が反映されたものでもないと推測される。 

 経済維持効果が確認された理由は、供給側である飲食店側が営業を継続できた点だけ

でなく、需要側である消費者が飲食店に感染症対策を求めていることの現れでもある。

だからこそ、感染症対策を徹底し「山梨全体で安心・信頼を提供」する GZ 認証取得店

舗が増えればその地域の客足が増えるのである。 

 そして主な政策ターゲットとしては市町村内・県内の住民だけでなく、県外の住民が

観光地を選ぶ時に参考にしている可能性が示唆されている。売上ベースで経済維持効果

を数値化するために仮想シナリオに基づく推定を行うと、GZ 認証により飲食店 1 店舗

あたりの1ヶ月あたりの売上は最大約30万円増加していた可能性がある(図⑨を参照)。

2020 年 12 月の感染第 3 波においては、消費者が外出を自粛した影響でこの経済維持効

果は減退しているが、それ以外の時期においては消費者側が飲食店に感染症対策を求め

ているニーズに応えることができた結果として売上が増加していた可能性が高い。 

 このように、GZ 認証制度はその政策目標通り、経済と感染防止を両立する一つのモ

デルたりうると考える。 

 

7.2. 内的妥当性(分析の射程・限界) 

 分析の一方で、分析の射程と限界について三点留意すべき点がある。第一に、検証し

た GZ 認証の効果は、山梨県が行った政策効果から他県が行った政策効果を差し引いた
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ものであるという点である。表⑥で示した通り、他県も感染対策や経済活動への支援を

政策として行っている。そのため、図⑥で示した山梨県における仮想シナリオは全く感

染対策・経済活動支援を行わない場合ではなく、近隣県と同じような施策を行っていた

場合の感染・経済活動の推移である。よって、全く感染・経済対策を行わない場合と比

較すると感染拡大防止効果と経済維持効果は推定されたものとは異なる可能性がある。 

 第二に、本検証では経済維持と感染防止のトレードオフの関係性について論じたが、

その弾力性については射程外であるという点である。つまり、経済活動をコロナ禍前の

水準まで回復させる場合に感染者数が何％増加するのかや、その逆の数値は推定できな

い。本稿が実証した内容は、経済維持と感染防止がトレードオフであるという仮定を置

いた上で、GZ 認証がそのトレードオフを緩和する効果を持つことである。今後経済活

動と感染防止の両立を図る中で、経済活動と感染者数を具体的な政策目標の数値を設定

するのであれば、この弾力性を推定することが求められる。 

 最後に、本検証では内生性を完全に取り除くことができているわけではないという点

である。まず感染防止効果と経済維持効果の推定、両者に共通している課題は山梨県で

飲食店向けの GZ 認証と同時期に行われた政策効果を完全に切り離すことはできていな

い。例えば GZ 認証制度は飲食店のみならず、ホテルやワイナリーなど他の施設に対し

ても同時期に認証の普及を図る包括的な制度であるため、今回推定した GZ 認証制度の

政策効果にはこの他の施設への認証効果が含まれている可能性がある。飲食店への GZ

認証だけの効果を抽出できていないにしても、本稿の検証の主眼は飲食店への GZ 認証

普及の効果検証である。なぜなら第一に、GZ 認証制度の主眼自体が飲食店にあり、認

証店舗数に大きな差があるからである。実際、2021年 4月 30日現在、飲食店は約 4,000

店舗認証が付与されているのに対して、ホテルのカテゴリーは約 1,100 店舗、ワイナリ

ーは約 50 店舗である。そして第二に、感染防止効果についてはホテルに比べて飲食店

の方が家族以外との接触機会が多く、またマスクを外して話すことを前提とするため感

染リスクがより高いからである。GZ 認証制度が対象とする施設においては飲食店が感

染リスクが最も高いため、仮にホテルでの感染防止効果が推定結果に含まれていたとし

てもその割合は限りなく小さいと推察される。 

 次に感染防止効果については、山梨県と近隣 5 県の間に存在する「感染の広がりやす

さ」に作用する違いが、推定結果にバイアスを生じさせている可能性がある。近隣 5県

が山梨県と比べて感染を拡大しうる環境にあった場合、GZ 認証制度の効果を過剰推定

している可能性がある。しかし、以下の三点を対策し、このバイアスを限りなく小さく

抑えている。一点目に、県や週の固定効果を入れているため、人口密度や人口が感染者

数の人数に与える影響や、都道府県間で共通すると考えられる変異株流入による感染率

変化や Goto トラベルキャンペーンによる感染リスクはコントロールできている。また、

第二に今回の分析単位は都道府県であり都市部・農村部が同様に含まれているとともに、
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感染の中心地と捉えられる東京都からの距離が近似し、かつ人口密度が類似する27都道

府県に絞って対照群を設定しているため、平均的に感染者が流入した際の感染の広がり

やすさも一定程度はコントロールしている。そして最後に、山梨県と近隣 5県の飲食店

が関連する政策の違いも検討しており、近隣 5県が山梨県と比べて極端に感染拡大しや

すい状況だからこそ、GZ 認証の効果が確認されているという状況ではないことも確認

している。よって、感染防止効果に含まれるバイアスも限りなく小さいと考えられる。 

 経済維持効果においては、政策フィードバックによる逆因果が生じている可能性があ

る。具体的な懸念として、まず元々売上が増えるトレンドのある店で GZ 認証が増える

というケースが考えられる。売上が増加傾向にあり、来客数の増加を維持しないと機会

損失が大きくなると考える飲食店が早期に GZ 認証を申請するという論理である。また、 

GZ 認証を取得した店が売上を伸ばしているのを見て、他の店が認証取得を行うケース

も懸念される。売上が増加し続けているのが他店だけであり、後に認証を取得した飲食

店の売上が増加していなくても、正の影響が推定され見せかけの因果が捉えられる。こ

れらの場合、固定効果分析に必要な強外生の仮定が満たされず、推定値がバイアスを持

つ可能性がある。これらの可能性を完全に否定することはできないが、推定された効果

が完全に逆因果であるとは考えにくく、推定結果は因果効果を捉えていると考えられる。

なぜなら第一に、GZ 認証の申請に必要な感染予防対策の費用は山梨県が負担しており28、

売上が増加傾向にあり機会損失が大きい飲食店以外も申請するインセンティブが十分に

あると考えられるからである。 (公開時には確認必要) そして第二に、もし仮に完全に

逆因果であるとすると、図 Xのように 2020年 7月を境に山梨県における飲食店の売上・

来客数が近隣 5 県と比べて増加したのか、その要因が説明できないからである。しかし、

GZ 認証により全ての飲食店の売上・来客数が増加したのかは不確定であるため、市町

村や個々の施設レベルに細かい分析単位を用いて、その効果の不均一性を検討すること

は課題である。 

7.3. 外的妥当性 

 GZ 認証制度が感染対策と経済活動を両立する新たなモデルになる可能性が高い一方

で、山梨県と全く同じ効果が他県でも得られるかどうかは不確実である。例えば感染対

策効果については、GZ 認証は「同一グループが使用するテーブルとその他のグループ

が使用するテーブルの間は、相互に対人距離が最低 1ｍ以上確保できるよう配置する」

(山梨県, 2021d)を基準に盛り込んでいる。しかし、東京都など人口密度が高く、店舗

 
27 4.2. 実証デザインの表⑤を参照。 
28 山梨県提供資料によると機器購入等支援金と設備改修補助金に一店舗あたりそれぞれ 30万円と 150万

円程度、拠出しており、認証申請・審査の際に元々の店の特徴が基準になりうる不平等性を可能な限り

取り除いている。 
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面積が小さい都道府県においては同じルールを適用することは難しい29。売上の減少幅

がかなり大きくなるため、土地の賃料が高い都市部においては店舗の維持そのものが難

しくなるからである。そのため、導入に際しては個々の県に合わせた基準を設定する必

要があるが、もし山梨県が設定する基準値よりも低い場合、本検証で示された水準より

も効果は小さくなる可能性がある。 

 また、経済維持効果のメカニズムが県間の相対比較に依存する場合も同様に、同程度

の経済維持効果を確認することは難しい可能性がある。もし GZ 認証導入後も、そもそ

も飲食店で外食しようとする全体の人数は変わらず、元々外出する意欲のある消費者の

うち GZ 認証を取得する山梨県を選んでいるだけの場合、全ての地域で導入されれば地

域間の相対的な違いはなくなり、現状と飲食店の利用客数は変化しないからである。し

かしながら、新型コロナウイルスの感染者数を平均的に低く抑えることにより需要を維

持する効果は依然として存在するため、一定水準の経済維持効果は見込まれる。 

8.4. 感染症政策全般に対する教訓・意義 

 GZ 認証の検証が持つ教訓は主に三点ある。第一に、パンデミックのように危機管理

が長期にわたる場合、感染防止と経済維持のトレードオフの関係性をシフトダウンさせ

る政策こそが重要である点である。長期的な行政コストと災害リスク、経済損失を低減

することができるからである。感染が拡大しにくいため営業を維持でき、補償金を出す

必要もない。また営業を行う場合でも発生する感染リスクを抑えられる。つまり、感染

者数と拡大および経済へのダメージを一定程度に抑えた中間地点が均衡点になるのであ

る。 

 当然、感染が下火の時にのみ通常通りの経済活動を許容し、感染拡大時には休業要請

や時短要請などで経済活動に歯止めをかけるという、曲線上の推移も危機管理における

施策として考えられる。この経済に行政がブレーキをかける施策には補償金が必要であ

るが、長期的な対策としてこの方法は持続的ではない。一度収束した感染もすぐに拡大

し財政を圧迫し続けるとともに、そもそも休業分を十分に埋め合わせするだけの金額を

給付できないからである。実際、補償金・罰則付きの休業要請と営業再開のゆりかごに

より、経営状況が困難を極める飲食業界などから、新型コロナウイルス対策の十分性・

正当性を疑問視する声が上がっている30。また度重なる行政規制に対し、休業要請を遵

守しない飲食店も一定数出始めており、行政が感染状況をコントロールするのが難しく

なっている。この動きに西村経済財政・再生相が緊急事態宣言下で酒類の提供をやめな

 
29 東京都感染拡大防止ガイドブック＜居酒屋編＞によると、「座席や利用場所の配置を工夫するなど、

人と人との間隔(できるだけ 2m)を確保」とある。しかし、当然東京都は人口密度が高く、店舗敷地面積

が小さいため実施は難しくルールは形骸化している。 
30 飲食チェーンが「営業の自由を侵害し違憲で、違法だ」として東京都を提訴する裁判にまで発展して

いる(日本経済新聞, 2021.03.22.) 
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い飲食店に対して金融機関からの働きかけを指示し規制を強める31など、政府と飲食店

の対立は深まるばかりである。このように、シフトダウンを目指す介入がなければ補償

金がかさむだけでなく、感染者数が高く、経済へのダメージが少ないところが長期的な

均衡点になってしまう恐れがある。 

 第二の教訓は、行政が感染対策の方向性を示し、経営側が自主的にできる限りの対策

を行うことだけでは、感染対策は十分なされないという点である。その第一の原因は、

感染症対策に費用がかかる点である。感染対策にはパーテーションなどの備品だけでな

く、テーブル間の距離を空ける、換気設備を一新するなど設備を改修する必要がある。

しかし、この投資が後の売上で回収できるかどうかは不透明であるため、感染症対策を

行うインセンティブはあっても、必要な投資を選択できないのである。第二の原因は、

感染症対策を行ったとしても再度休業や時短営業を迫られ、売上が余計に減少する可能

性がある点である。休業や時短営業を防ぎ、通常営業を行うためには感染者数が低く保

たれることが必要だが、感染者数が減少するかどうかは自店のみならず、他の店が感染

症対策を確実に行っているかどうかに大きく左右される。そして、行政が飲食店の感染

症対策を確認していない場合、他店が自店と同様にテーブル数を減らすなどの感染症対

策を行うかどうかは不透明である。もし自店のみが感染症対策を行い、他店が行わない

場合、感染者数は増加したままで再度休業・時短営業になり、売上が減少する。この状

況を避けるためには、感染症対策をあまり行わず営業を行うことが部分最適であり、そ

の結果感染者数が増加するという全体不合理に陥るのである。 

 GZ 認証制度によって、部分合理性が感染症対策をすることに変わり、感染者数を抑

えられる全体合理と一致する。なぜなら、第一に、同政策は感染症対策に補助金を提供

することで対策に必要な設備投資を促進するからである。第二に、行政が認証ガイドラ

インを守っているかをチェックするものであり、飲食店が確実に対策を実行できる環境

を整備できるからである。そして第三に、感染症対策を飲食店市場の競争原理に組み込

むことができるからである。認証なしでは不透明であった感染症対策を行う店と行わな

い店の区別が認証の導入によって容易になり、消費者が店を選択する時の判断基準にな

ることで認証を取得しない店では客足が遠のく結果になる。これにより、感染症対策を

行うインセンティブがそれほど高くない飲食店においても認証を取得するインセンティ

ブが高まり、その結果山梨県全体で感染対策が徹底されるようになるのである。 

 そして最後に、先行きが依然として不透明である現在のコロナ禍や将来のパンデミッ

クにおいても経済と新型コロナウイルス感染数のトレードオフをシフトダウンする政策

は意義を持つということである。ワクチン接種が普及し、今後新型コロナウイルス感染

症の脅威は減退していくとの見方がある一方で、デルタ株の流行や更なる変異種の発

 
31 報道直後の批判を受け、加藤勝信官房長官はこの方針の撤回を表明している (日本経済新聞, 

2021.07.09.) 



   
 

58 

生・ワクチンの有効性など潜在するリスクは依然として存在する。コロナ禍収束が長引

く可能性がある中で、経済と感染防止の両立を今後も模索していく必要があり、本検証

はその大きなヒントになるとともに、将来発生しうるパンデミックにおいても重要な政

策方針になると考える。 

8. 結論 

 本稿では、GZ 認証制度の政策目標である感染抑制と経済再生の効果検証を行った。

緊急事態宣言や休業要請が経済活動や感染状況に与えた影響や、人流の変化が感染状況

に与える影響などは先行研究で分析が蓄積しているが、感染抑制と経済再生の両立を図

る政策効果を検証する研究は、筆者の知る限りでは本稿が初めてである。 

 実証には、GZ 累計認証店舗数を説明変数に取った固定効果モデルを使用した。分析

範囲は感染初期である 2020 年 1月第 1週から本研究を開始した 2021年 4月最終週まで

である。地域によるトレンドの違いを限りなく取り除き、新型コロナウイルス新規感染

者数の感染状況を正しく捉えたデータを使用するため、本稿では県・週を分析単位に設

定した。対照群においては、感染拡大や経済再生のトレンドが近似する県を選ぶ必要が

ある。そこで、人口密度・東京までの距離が類似する近隣 5 都道府県を対照群に設定し、

セレクションバイアスを可能な限り排除した。感染抑制効果の推定においては、主要な

疫学モデルである SIRモデルを踏襲する推定式を用いる。他人に移し得る感染者数の推

定値をコントロールした上で、感染の広がりやすさを減少させる効果を分析するのであ

る。 

 推定結果によると、GZ 認証は経済活動と感染防止のトレードオフの関係性を緩和し、

曲線をシフトダウンさせる効果を持つことが示唆されている。同じ経済活動の水準を達

成するために発生し得る新型コロナウイルス新規感染者数を GZ 認証導入前と比べて少

なく抑えることができるのである。逆も同様に、同じ感染者数に抑えるために犠牲にな

り得る経済活動を導入前と比べて低く抑えることができるのである。 

 まず、感染抑制効果については、累計店舗数が 1％増加すると 0.10%新規感染者数を

減らす効果が 1%の有意水準で認められた。認証政策がなかった場合、2021 年 1 月第 3

波における山梨県の新規感染者数は週あたり約 250 人と実際の約 150 人を約 100人上回

り、累計感染者数も約 1,120人増加していた可能性がある。認証による感染抑制効果は

「やらないよりはまし」程度の微々たるものではなく、必要な医療資源を削減しうるほ

どの大きな効力を持つことが明らかになった。 

 この推定結果は、飲食店が主要な感染経路として機能していることを示唆しており、

これは先行研究による分析結果と一致する。そしてこれは同時に、複数の感染防止対策

を巧みに組み合わせて確実に実行し続けることで、感染者数が減少することも意味する。

しかし、この確実な実行には、行政が店舗ごとに対策を確認し対策を補助する仕組みが
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必要である。経営状態が困難を極める状況下において、飲食店が売上を削ってまでもガ

イドラインを自主的に遵守することは難しいからである。そこで、今後他県において類

似する政策を行う際には、設備改修に補助金を導入しながら、一店舗一店舗が感染症対

策を確実に実行しながらも売上を確保できる仕組みづくりが必要になる。 

 そして、飲食店の売上・来客数、レストランサイト閲覧数、小売娯楽施設の人流、県

外住民の人流を増加させる効果が確認された。累計認証店舗数が 1%増加すると、飲食

店の売上は 0.014%、来客数は 0.033%、レストラン閲覧数は 0.015%pt、小売・娯楽施設

の人流は 0.003%pt、県外住民の人流は 0.012%pt、全て有意水準 1%で増加した。また、

この経済維持効果は新規感染者数が増加すると減少する不均一性が、一部統計的に有意

ではないが、認められており、感染を低く抑え続けることが経済活動に有効であること

も示唆された。認証制度がなかった場合の仮想シナリオを想定し経済維持効果を定量的

に算出すると、GZ 認証制度は 1 店舗 1 ヶ月あたりの飲食店の売上を約 30 万円増加させ

る効果を持った可能性がある。 

 この推定結果は、飲食店が営業を継続できた効果の現れでもあるが、消費者側が店に

感染対策を求めていることの現れでもある。飲食店の利用者も、複数人での会食は感染

リスクが高いことは承知しているが、なかなか対策を徹底する店を見つけにくい。認証

を与えることによって一眼で感染対策の有無がわかり、認証のある店を訪れる割合が増

加した可能性がある。この認証のシグナリング効果は県内住民だけでなく、訪れる観光

地を決める県外住民にも作用した可能性がある。感染症対策を徹底し「山梨全体で安

心・信頼を提供」する GZ 認証取得店舗が増えれば、GZ 認証の Web ページを閲覧し利用

する飲食店を決定したのかどうかまではわからないが、観光地先として山梨県を選ぶ人

が増加した可能性があるのである。 

 仮説通りの検証結果が出ている一方で、本研究においては大きく二つの課題が残る。

まず、今回用いた実証方法について排除しきれていない内生性がある点である。詳しく

は内的妥当性に記載があるが、飲食店への認証効果だけでなく、ホテルやワイナリーな

ど他の施設への認証効果をも含む可能性がある点、感染防止効果において元々県間に存

在する違いがバイアスを生んでいる可能性がある点、経済維持効果について逆因果の論

理も一部考えうる点がそれにあたる。また、この感染防止・経済維持効果が本当に山梨

県に特有のものであるのかは疑問が残る。今後認証制度を導入していない県で効果がな

いことを確認するプラシーボテストや、入手ができれば地域単位の細かいデータを用い

て推定結果を再検証する必要がある。そしてもう一つの課題は、休業要請や緊急事態宣

言などと比較した時の政策の効率性を検討できていない点である。重要な課題ではある

が、厳密な比較には係数の比較だけでは十分ではなく、検証期間・地域や用いる変数の

違いを考慮した上で、例えば金銭換算した政策の費用便益分析を行う必要がある。これ

らは将来の研究課題であり、他の政策効果との違いを総合的に分析するシステマティッ

クレビューが求められる。 
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Appendix  

1. グリーンゾーン認証店舗の分布と時系列推移 
 

図 A.1.1.：グリーンゾーン認証施設の分布 

 
(出典：山梨県.(2021).「やまなしグリーンゾーン認証」より) 

 

備考：橙が飲食店、緑がホテルなどの観光施設、紫がワイナリーを示してる。本検証では感染の代表的

なルートとして指摘されている飲食店に着目し、感染防止効果・経済維持効果を検証する。都市部であ

る甲府市街や自然景勝地である富士五湖周辺に認証店舗が集中している。 
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図 A.1.2.：グリーンゾーン認証累計店舗数の推移 

 
備考：2020 年 7 月のグリーンゾーン認証制度の開始以降、制度の普及は 2020 年 7 月第 3 週〜2020 年 12

月第 5週の第 1フェーズと 2021 年 2月以降の第 2フェーズに大きく分けられる。 
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図 A.1.3.：グリーンゾーン認証店舗の所在地と市町村別店舗数の推移(上から 2020 年

10月 4日時点、2020年 12 月 27日時点、2021年 4月 30日時点) 
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備考：図内の赤い点は GZ認証を受けた店舗の所在地を示している。また、市町村ごとに GZ認証を受けた

店舗の数を多寡に応じて色分けしている。 

2. SIRモデルからの推定モデルの導出 
SIR モデルとは、人から人へ直接伝播する感染症の流行動態を捉えた最も基本的な数理

モデルである。ある人口集団を三つの感染ステージ、感受性(Susceptible)、感染性

(Infectious)、隔離・回復・死亡(Removed)に分け、感染に係る状態の時間的な変化を

ボトムアップ式で表すことができる。基本的なモデルは以下のような常微分方程式で表

される。 

 
(鈴木・西浦, 2020 より) 

 

𝛽は感染力、𝛾は時間あたりの除去率を示す。 

このモデルに立脚すると、新規感染者数は感染力と Susceptible、Infectious を用いて

以下の掛け算で表すことができる。 

 

【基本 SIRモデル】 

 
 

この式、両辺に対数を取ると右辺は足し算の形に変形できる。 

 

【基本 SIRモデル(対数変換)】 
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先行研究により、両辺に対数を取った推定式において、右辺それぞれの変数の係数は 1

ではない傾向が示されている。(Prem et.al., 2020)また、全ての地域・時点に共通す

る感染力のベースを雪片として加えることが適切であると示されている。よって、変数

に係数を付帯し、切片を加えた以下のモデルに変形する。 

 

【基本 SIRモデル(改良版)】 

 
 

また、この改良版の基本 SIR モデルをより複雑な外的状況の変化に適応させるために、

経済活動の変数や人流を以下のように入れ込む。 

 

【拡張 SIRモデル】 

 
𝑀は人流を表す。この拡張モデルに GZ 認証の効果を入れ込む。GZ 認証の目的は感染者

が発生した時に他人に移す感染力(𝛽)を低く抑えることである。そこで、𝛽を以下のよ

うに定義し直す。 

 

【GZ 認証 条件式】 

 
 

この条件式を拡張 SIRモデルに代入すると、推定式は最終的に以下のようになり、本文

中で言及した推定式に一致する。 

 

【推定モデル】 
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3. 山梨県内の公表データにおける感染数の配分方法について 
 山梨県が公表する新型コロナウイルス新規感染者のデータでは、県民へのプライバシ

ーの配慮から、感染者の居住地と生活圏をそれぞれ市町村よりも大きい地域単位、ある

いは県単位で公開している感染者個人のデータも多く存在している。そのため、生活圏

や居住地が市町村別に特定ができない場合には、擬似的に市町村別の感染者数を把握す

るためにデータを加工する必要が生じた。本分析では、感染者の生活圏を単一の市町村

で公開していない場合には、生活圏として示された複数市町村や県内 5 地域(中北・峡

南・峡東・東部・富士五湖)に属する市町村の人口割合に応じて、感染数の 1 を配分す

ることで、市町村別の感染者数を割り振った。生活圏が非公開の場合には、居住地の情

報に基づいて感染数 1を割り振ることとした。特殊なケースとして、生活圏が非公開で

居住地が県外となっている感染者個人のデータについては、市町村別の感染者数には含

めなかった。また、生活圏および居住地が非公開となっているデータについては、生活

圏を「山梨県」全体として取り扱い、県内全市町村の人口割合で 1を配分した。居住地

あるいは生活圏が「甲府市外」と表示されている個人については、甲府市を除く全ての

市町村の人口割合に応じて、1を配分した。 
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4. 感染防止効果の県間分析についての補足 
表 A.4.1.：県別・週別の新型コロナウイルス感染防止効果(1週間ラグ) 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(6)について、県・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定している。

分析範囲は 2020年 1月第 1週から 2021年 4月第 5週までであり、対照群は近隣 5県である。対数変換を

可能にするため絶対値が 0を取りうる変数に関しては、変数に 1を足している。また、目的変数の新型コ

ロナウイルス感染者数(nofcases)と検査数(noftests)以外は、1 週間前のラグを取った数値を回帰してい

る。susceptible はまだ新型コロナウイルスに感染していない県の人口、infectious_lag1 は県内に存在

したであろう潜在的感染者数の合計値、customers_per は POSデータより得られた 1 店舗あたりの 1 週間

の客数、avg_temp_q は平均気温の 2 乗項、rain は平均降水量、emergency は緊急事態宣言ダミーを示し

ている。 
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5. 感染防止効果の市町村分析についての詳細 
表 A.5.1. 市町村別・週別の新型コロナウイルス感染防止効果(1週間ラグ) 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(4)について、市町村・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定してい

る。分析範囲は 2020 年 1 月第 1 週から 2021 年 4 月第 5週までであり、県内に存在する 27 市町村を分析

単位にしている。対数変換を可能にするため絶対値が 0を取りうる変数に関しては、変数に 1を足してい

る。また、目的変数の新型コロナウイルス感染者数(nofcases)以外は、1 週間前のラグを取った数値を回

帰している。infectious_lag1 は県内に存在したであろう潜在的感染者数の合計値、 avg_temp_q は平均

気温の 2乗項、susceptibleはまだ新型コロナウイルスに感染していない市町村の人口、avg_rainfallは

平均降水量を示している。 
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表 A.5.2. 市町村別・週別の新型コロナウイルス感染防止効果(2週間ラグ) 

 
備考：全ての推定結果(1)〜(4)について、市町村・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定してい

る。分析範囲は 2020 年 1 月第 1 週から 2021 年 4 月第 5週までであり、県内に存在する 27 市町村を分析

単位にしている。対数変換を可能にするため絶対値が 0を取りうる変数に関しては、変数に 1を足してい

る。また、目的変数の新型コロナウイルス感染者数(nofcases)以外は、2 週間前のラグを取った数値を回

帰している。infectious_lag2 は県内に存在したであろう潜在的感染者数の合計値、avg_temp_q は平均

気温の 2乗項、susceptibleはまだ新型コロナウイルスに感染していない市町村の人口、avg_rainfallは

平均降水量を示している。 
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表 A.5.3. 4 月 30 日時点で GZ 認証が 100 店舗以上の市町村別・週別の新型コロナウイ

ルス感染防止効果(2週間ラグ) 

  
備考：全ての推定結果(1)〜(4)について、市町村・週の固定効果を入れた固定効果モデルで推定してい

る。分析範囲は 2020 年 1 月第 1 週から 2021 年 4 月第 5週までであり、県内に存在する 27 市町村のうち

2021 年 4 月 30 日時点で GZ 認証店舗(飲食)が 100 店舗以上所在している市町村を分析単位にしている。

対数変換を可能にするため絶対値が 0を取りうる変数に関しては、変数に 1を足している。また、目的変

数の新型コロナウイルス感染者数(nofcases)以外は、2 週間前のラグを取った数値を回帰している。

infectious_lag2 は県内に存在したであろう潜在的感染者数の合計値、avg_temp_qは平均気温の 2乗項、

susceptible はまだ新型コロナウイルスに感染していない市町村の人口、avg_rainfall は平均降水量を

示している。 
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図 A.5.1. GZ 認証制度の推定効果の比較(市町村・県間) 

 
備考：6.1.で示した県間分析で得られた GZ 認証制度の感染防止効果を示す係数とその 95%信頼区間を市

町村分析で得られた感染防止効果の係数との比較を示した。それぞれの係数について、1 週間の公表まで

のラグを想定した場合と 2週間の公表までのラグを想定した場合の 2ケースを示した。 

 

6. やまなしグリーン・ゾーン認証 感染症予防対策に係る基準

(飲食業) 
(以下の下線部は「東京都感染拡大防止ガイドブック」〈レストラン、料理店等 編〉と異なる

部分である。) 

 

6.1 来店者の感染症予防 

(1)利用者に対して氏名、連絡先等(代表者のみ)を記入するように要請し、店舗側で最低 1ヶ

月間(可能な限り 3ヶ月間)保管する。  

(2)店内入口に消毒設備を設置し、入場時等に、手指消毒を実施するよう表示する。 

(3)順番待ち等により列が発生する場合は、最低 1ｍ(マスク着用のない場合は 2ｍ)の来店者

同士の対人距離を確保するための誘導などを行う。 
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(4)レジ等での対面接客時に、アクリル板、透明ビニールカーテン、パーティションなど で

遮蔽するほか、コイントレイを介した受け渡し、またはキャッシュレス決済を導入 する。  

(5)発熱(例えば平熱より 1 度以上)や軽度であっても風邪症状(せきやのどの痛みなど)、嘔

吐・ 下痢等の症状がある者は入場しないよう表示する。  

(6)飲食時以外はマスク着用を周知するとともに、定期的な手洗い・手指消毒を要請する。  

(7)咳エチケットを徹底するよう注意喚起を行う。 

(8)エレベーターがある場合は、エレベーターの重量センサーの調整などによる乗員制限を

行う。 

(9)送迎車がある場合は、乗車人数を制限する。  

(10)送迎車がある場合は、送迎車の運転席と後部座席をアクリル板・透明ビニールカーテ ン

等で遮蔽する。  

(11)同一グループが使用するテーブルとその他のグループが使用するテーブルの間は、相互

に対人距離が最低 1ｍ以上確保できるよう配置する。  

OR 同一グループが使用するテーブルとその他のグループが使用するテーブルの間を, 

アクリル板、透明ビニールカーテン、パーティション等で遮蔽する。 

(12)真正面での着座配置をしない。座席の間隔を最低 1ｍ以上確保できるよう配置する。  

OR 真正面での着座配置をしない。座席の間隔を最低 1ｍ以上確保できるよう配置する。  

(13)以下のようなパーティションを設置して遮断する。高さ：座った人の頭が隠れる高さ 

幅 ：机と同じ幅 形状：2 人掛けは一字、4人掛けは十字、6人掛けはキ字のように隣接する

人と遮断されるように配置 

(14)席の近くに手指消毒用のアルコールを設置する。 

(15)滞在時間の制限※や予約制の活用などにより同時に多数の人が集まらないようにす る。

※約 90 分間程度を目安(【別途定める経過措置終了時までに】の項目を全て実施した場合は 

2 時間に緩和) 

(16)大皿は避け、料理を個々に提供する。もしくは従業員が取り分ける。 

(17)利用者が一回の料理取り分けごとに新たな小皿を使用するとともに、飛沫がかからない

ようにカバーを設置するなど食品・ドリンクを保護し、取り分け時はマスク、 使い捨て手袋

等の着用及び取り分け用のトングや箸を共有としないことを徹底する。 

OR 料理を小皿に盛って提供するか、スタッフが料理を取り分ける。 

(18) 卓上の共用調味料、ポット等の設置を避けるか、これらを客入れ替え時に消毒する。  

(19)お酌や回し飲み、スプーンや箸などの食器の共有や使い回しは避けるように注意喚起 を

行う。 

(20)店内 BGM の音量を低減させ、大声での会話を避けるように注意喚起を行う。 

(21)咳エチケットを徹底するよう注意喚起を行う。 

(22)個室を使用する場合は、常時換気(換気基準は「3．施設・設備の衛生管理の徹底」 のと

おり)を行う。  

(23)トイレの入り口付近(店舗側)に消毒液を設置する。 

(24)トイレの蓋を閉めて汚物を流すように表示する。 
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(25)トイレ使用後は、手洗いや手指消毒を実施するよう表示する。 

(26)喫煙スペースがある場合は、一度に利用する人数を減らす、人と人との距離を保つな ど

により、3つの密を避けるよう要請する。  

 

 

6.2 従業員の感染症予防 

(1)マスク着用を遵守し、大声での会話を避ける。 

(2)業務開始前に検温・体調確認を行う。発熱(例えば平熱より 1 度以上)や軽度であっても風

邪症状(せきやのどの痛みなど)、嘔吐・下痢等の症状がある場合には、出勤を停止させる。  

(3)感染した、もしくは感染疑いのある従業員、濃厚接触者として判断された従業員の就業 

は禁止する。 

(4)定期的に、かつ、就業開始時や他者の接触が多い場所・物品を触れた後、清掃後、トイレ

使用後に、手指消毒や手洗いを実施する。  

(5)利用者からの注文の受付や料理提供にあたっては、利用者の正面に立たないよう注 意

し、対人距離を確保する。  

(6)休憩スペースでは、マスクを着用し、一度に休憩する人数を減らし、対面での食事や会話

を避ける。  

(7)休憩スペースでは常時換気(換気基準は「3．施設・設備の衛生管理の徹底」のとおり)を

行い、共用する物品は定期的に消毒する。 

(8)従業員のユニフォームは当該日業務終了後など定期的に洗濯する。 

 

 

6.3 施設･設備の衛生管理の徹底 
(1)ビル管理法の対象施設については、法に基づく空気環境の調整に関する基準を満たされて

いるか確認し、満たされていない場合は、換気設備の清掃、整備等の維持 管理を適切に行

う。 

(2)換気設備により必要換気量(一人あたり毎時 30㎥)を確保すること。必要換気量が 足りな

い場合は、入店者数を調整して一人あたりの必要換気量を確保するとともに、 換気設備の清

掃、整備等の維持管理を適切に行う。 

OR 窓の開放による換気を行うため、30 分に 1 回、5 分程度、2 方向の窓を全開(窓が 1 つし

かない場合は、ドアを開ける)するなどして十分な換気を行う。また、換気 のため窓やドア

を開放している旨利用者に周知し、協力を要請する。 

(3)HEPA フィルタによるろ過式で風量が毎分 5 ㎥以上の空気清浄機を、メーカーが指定する

適用床面積に応じて設置する。 

(4)二酸化炭素濃度測定器を設置し、室内の二酸化炭素濃度が 1000ｐｐｍを超えた 場合、即

座に窓を開放し、換気を実施する。 測定器の設置場所：ドア、窓、換気口から離れた場所

で、人から少なくとも 50ｃｍ離れたところ。 
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(5)(必須要件ではない)施設内の人が密集する共用エリアについて、換気の詳細(空気の流

れ)をわかりやすく図示している。  

(6)(必須要件ではない)施設内の人が密集する共用エリアについて、エリア内での一人当た

りの必要換気量を確保するため、エリアごとの換気量及び必要換気量上の人数制限を算出

し、一覧表等で管理できている。  

(7)ハンドドライヤー、共通のタオルを禁止し、ペーパータオルを設置するか、または 個人

のタオル等の使用を促す。  

(8)他人と共用する物品や複数の人の手が触れる場所を消毒用エタノールや次亜塩素酸 ナト

リウム、市販の界面活性剤含有の洗浄剤を用いて利用者の入替時など定期的に 清拭消毒す

る。 

＜飲食業で他人と共用し接触が多い部位＞ テーブル、椅子、メニューブック、調味料、ドリ

ンクバー、ドアノブ、電気のスイッチ、タッチパネル、卓上ベル、レジ、蛇口、手すり、便

座、洗浄レバー、コイントレイ、券売機、エレベーターのボタン、アクリル板、透明ビニー

ルカーテン、パーティションなど 

(9)(必須要件ではない)接触感染、飛沫感染のリスクを低減するため、利用者の動線が重な

らないための 案内や自動扉、自動水栓を設置するなどの工夫・整備を行う。 

(10)ゴミを回収する者はマスクや手袋を着用し、作業後、必ず手を洗う。 

(11)食品残さ、鼻水、唾液などが付着した可能性のあるゴミ、おしぼり等は、ビニール 袋に

密閉して処理する。 

 

6.4 チェックリストの作成・公表 

各施設・事業者は、施設内のリスク評価をしたうえで、具体的な方法や手順、清掃・ 消毒の

頻度、人と人との間隔の空け方などを定めたチェックリストを作成するとともに、当該チェ

ックリストによる毎日の確認について公表する。  

 

6.5 感染者発生に備えた対処方針 

(1)施設の従業員の感染が判明した場合保健所の指示・調査等に誠実かつ積極的に対応・ 協

力して、当該施設からの感染拡大防止策を講じるとともに、必要に応じ感染の可能性のある

営業日など感染拡大防止のための情報を公表する。  

(2)従業員に対し、感染疑いがある場合は検査結果が判明するまで出勤を控えることなど、感

染拡大を防止する上で適切な行動を徹底するための研修機会を提供する。 

(3)保健所が行う積極的疫学調査の結果、感染者が当該施設を利用していたことが判明した場

合、保健所の助言・指示等に誠実かつ積極的に対応・協力して、当該施設を媒介とした感染

拡大を防止する対策を講じるとともに、必要に応じ感染の可能性の ある営業日など感染拡大

防止のための情報を公表する。  

(4)(必須要件ではない)感染リスクの早期把握のため、従業員に対し、国が提供する濃厚接触

通知アプリの利用をルール化ないし奨励する。 
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7. GZ認証の申請から認証までの手続きについて 

(事業者側の手続き)山梨県が発表した「感染症予防対策に係る基準」に沿って、店舗ごとのガイドラ

インを定める上で、実施する。 

↓ 

(事業者側の手続き)店内における感染症予防対策の取り組み内容を、申請フォームにしたがって入力

することで、認証を申請することができる。 

↓ 

(認証事務局側の手続き)事業者が提出した書類を確認した上で、現地調査等によって申請内容を確認

する。 

↓ 

(認証事務局側の手続き)県が作成した「感染症予防対策に係る基準」に適合していることが認められ

れば、認証マークを交付する。 

↓ 

(認証事務局側の手続き)別途で機器購入等支援金や設備改修補助金を交付する。 

 

8. SIRモデルにおける仮定について 

表 A.8. Infectious period、Incubation period と発症〜発表のラグの先行研究まとめ 
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図 A.8.1.感染者(I)の求め方(日別データ) 

備考：数値の根拠に関しては表 A.8を参照。 

 

図 A.8.2.感染者(I)の求め方(週別データ) 

 


